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はじめ Ir

本報告書は，財団法人，;ノア人口・開発協会が，平成元年度厚生省・社開法人隠際厚生事

業問委託事業 f東南アジア諸問等人口・開発基礎調査jを受託し，才、パーノレ自主で実施したも

のである。議査及び取りまとめ等I[ついては，本協会内I[設置した圏内検討委員会(主査黒

困俊夫 日本大学人口研究所名誉所長)委員を中心I[行った。

調査の目的は. r東南アジア諸国等における人口問題等I[対する対策が十分な成果をあげ

うるためI[は，それぞれの国の人口地加，疾病と死亡，人口再生産，人口分おと屋内移動等

の人口動態並び1[.家族構成，年齢構造等を含む人ロ構造の静態を詳細1;:把握し， ζれが各

国の生活・福祉及び保健医療I[与える影響，相互の関係等I[ついて，検討を進めるζとが必

要である。 ζのため，東南7ジ7諸国等の人口動態の詳線な動向，生活・福祉及び保健医療

の現状等I[ついて調査分析を行い，アジア諸国の人口と開発問題の解決I[寄与する乙とを呂

的とするjζとI[ある。

調査I[当たり現地では，在ネパール国B本大使館，有地一昭大使，室本隆可二等書記官な

らびI[Hon Tika Jung ThapaネパーJレ人口・鰐発議員フォーラム議長I[計画全体I[わたる

ι指導・ど協力を，また，ネパール盟国会事務局の方々に調査中ご同行，ど協力いたた、い

Tこ。

国内では，厚生省大豆官房政策課並びI[外務省経済協力局政策課関係各位I[調査実施I[あ

たり ζ指導・ ζ便宜をいただいた。

ιιI[深甚なる謝意を表する次第である。

ζの報告書が今後ネパ ル国の人口と開発プロタラムと日本政府の有効な協力の進展I[役

立つζ とを願うものである。

尚，本報告書は本協会の責任I[おいて作成したものであり，淳生省あるいは日本国政府の

見解や政策を反映するものではないζ とを付記したい。

平成2年2月

財団法人 ， ;;，人口・開発協会

理事長田中龍夫
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第 l章 総 t百

ネパーノレは国土14万7， 000k~で，日本の37万8， 000凶の約40%にあたる。日本の北海道と東

北をあわせた地域Ir等しいが，人口は北海道+東北の1，540万Ir対してネパールは約1，800万

とかなり多い。

才、パーノレの基本的特徴は，隠発途上国の中でももっとも開発のおくれたOeast.deve1opedl 

最貧国であるという ζとである。したがって，人臼転換も初歩的段階にある。高出生率と比

較的高い死亡率Ir特徴っけられる。普通出生率は40%0，合計特殊出生率は6と著しく高い。

乳児死亡率は出生児約1，000人Ir対し130人と高い。普通死亡率は15略。である。したがって出

生時平均余命は男49.0年，女47.5年，男女総合で48年であって，なおB本の戦車iの水準であ

る。しかし， ζの平均寿命Irおいて注目しなければならないζ とは，世界の一般的傾向であ

る女の長寿Ir反して，ネパ ルでは男の方が女よりも寿命が長いζとである。 ζの傾向はパ

キスタン，バングラデシュIrもみられるものであるが，女性の地位が著しくめぐまれていな

いζとを意味している。インドも伺様の傾向にあったが，今日ではその格差を解消して，若

干女の寿命が長くなってきている。女の寿命の方が短いという Eとは経済的，社会的発展の

おくれの著しいζとの 1つの指標であるといえよう。

しかし，才、パールの死亡率がまったく改善されていないというわけではない。普通死亡率

でみるとHJ60年代Irはおという高水準であったが，現在では151r低下している ζとは，ネパ

ーノレにおいても死亡率の改善が始まっている ζとを示している。

しかし，出生率(合計特殊出生率で表現)と死亡率(平均余命で表現1Irよって人口転挽

の度合を示す人口転換指標Irよってみると，ネパール1;:0.31で，パキスタンの0.31，バンク

ラデシュの0.33とほぼ伺水準にある。 ζの乙とは，人口転換の完了をあらわす1.Olr対して，

なお30%しか進行していないζと，なお， 70%の転換の過程が残されているととをあらわし
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;主〉
ている。

ネパーノレが直面している重大な政治問題は，インドとの通商・通過協定が1989年3月から

停止されているζ とである。綬済的11:インド11:大きく依存しているネパーノレは，生活必需品

から石油燃料の極端な不足からE重大な危機11:直面している。

インドを核とするSAARCCSouth Asian Association for Regional Cooperation)はネ

ノマ-)レとの凋係においてのみならず， j由の加盟国であるパキスタン，バングラデシュ，スリ

ラン力との関係も悪化しており， ζのf由主主協力連合もまったく機能していなし、。我々調査匝

の滞在中も，現地紙“TheRising Nepal"がインド批判を行わないBはなし、止いってよいほ

どであって，不パーJレ国民の強い反感，抵抗をあらわしていた。

ζのような国家的危機の中11:あって，ネパールの伝統的な Panchayat精神が民族的な団結

強化の方向11:動員されている印象がもたれた。

しかし，他方，人口の分野11:ついてみると，日本政府のみならず， UNFPA， UNDP， U 

NICEF等の国連機関やアメリカを含む先進国の援助協力も活発11:行われている。 ζの最貧国

iとおいても，人口統計の整備，国民の福祉，健康，衛生の諸分野において積極的な関心と行

動が開始されているζ とは確かである。

人口統計11:ついてもすで11:法的11:十分な裏付がなされている。我々の実施調査対象地域で

あるRamkot村では，村長の異常な行政的情熱をもって， 1977年以来10年ILわたって，人口

動態令11:もとづいて出生，死亡，結婚，移動等の登録11:ついてきわめて詳綿な記録が行われ

ている。出生についても，父母の年齢，職業から子供のパリティ 11:ついても記録されており，

Eれを集計 Lて分析を行えば，すばらしい出生力研究さえ可能である。しかし cの場合11:

おいても，記録のみであって単純集計さえも行われていなし」 ζのような地方自治体におけ

る人口動態統計への関心は，たとえ一部ではある止しても，政策的努力11:よって人口動態統

計の整備の可能性は大きいと考えられる。

国民の健康，福枇の分野においても最近CH V Ccommunity health volunteer)とよばれ

る新しい制度が開始された。中国のかつてのはなぱなしい効果をあげた赤腕医生(はだしの

医者)11:類似したものである。その成果はまだ未知数とはいえ，新しい発想11:もとづく政策

の展開は期してまつべきであろう。

(本書11:記された統計数字は後章のものとかならずLも一致しない〉。

(注)

fアジアの人口転換と開発』人口と開発γリーズ10，(財)アジア人口・開発協会(APDA入 1989年2!l， 
P.12，表1参照。
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第2章 ネパール国の一般概要

国土と国民

(1 ) 自然条件と集落形成

ネパールの国土は，北緯26度22分-30度27分，東経80度4分-88度12分IC位置する。国土

面積は14万7，181凶あり(日本の約4害D，縦約190km，横約890krnのほぼ長方形をした原土と

なっている。

ネパ ノレは世界の屋根として広く知られているように，世界最高峰のエベレスト山(8，848

m)を始めとして，標高8，OOOm以上のIU々 を17も持っている。それらの中には，一般の日本

人ICも広く名前を知られている，カンチェンジュンガ8，586m，"7カノレー8，463m，ダウラギリ

8，167m， "7ナスノレ8，163m，アンナプルナ8，091mなどがあり，厳かなまでの雄大なヒマラヤの

山々をなしている。正ICI神々の鎮座まします」国と言える。

ヒマラヤ山脈はチベット・プレイトとインド洋プレイトがぶつかり合って，後者が前者の

下IC潜り込むζとICよって，大地を押し上げる猛烈なエネルギーが働いて形成されたとされ

る。 ζのため，ネパーJレは地震の多発地認でもあり，断層地帯が居士の縦横を走っている。

国土は地理的IC見て， ヒマラヤ高山地帯，山岳および丘陵地帯，タライ平野地帯の 3つIC

大きく分けるζ とができる。第 lのヒマラヤ高山地帯は，標高5，∞3m以上の地域が大部分を

占め，全国土の15%(22， 077kn1)を占める，中国国境寄りの地帯である。 ζの地帯はヒマラ

ヤの山々を初めとして，永久氷雪地核，積雪地域，氷河などがあり，空気も薄く，樹木も少
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ない。 ιのため，集落は標高の低い谷間IrわずかIL点在する稼度で，人口もきわめて少ない

(全人口の8.7%，人口密度25人/kn!， 1981年センサス)。

第2のIU岳および丘陵地帯は，ヒマラヤ高山地帯の南側を東西Ir走る無数のIU脈群と，そ

れらの山脈Irはさまれた盆地，河岸段丘，山麓，谷間，高原部などからなる。函積は10万83

Mあり，全箇土の68%を占める。標高は600m-3， OOOmがほとんどで，いわゆる「山国Jの

景観をなす。 ζのlt!J得は，ネパールの首都カトマンズ(人口約24万人)のあるカト 7 ンズ主主

地， ヒマラヤ観光で有名な都市ポカラ(人口約5万人)のあるポカラ盆地など.盆地部の都

市の形成が見られ，歴史的Ir部族王国の中心地Irなった所が多い。しかし，盆地以外の地域

の集洛形成は， UJが比較的急峻な乙と，隆起山阪で地綴が軟らかいζ と，地震地帯である乙

となどのため，地すべり，洪水，山津波などの危険を避けた場所Ir集落の形成が見られる。

すなわちE 小高いIlJ麓部や河岸段丘，扇状地，山脈や高原部の尾根筋などに小規模集落が数

在する形をとっており，分散した偲別民家も多く見られる。 ζのような山岳および丘接地帯

Irは，全人口の47.79百が住み，人口密度は117人/kmとなっている(j981年センサス)。

第 31r，タライ平野地帯は巨大なヒマラヤ山脈が終わって，その裾野がインドのガンジス

汚Ir向けて緩やかに低くなっていく平野部である。しかし，ネパール領のタライ平野は，が

ンジス河流域平野を含まず，標高600mから標高60mのインド国境Ir下る，南北幅約20-30加

の裾野部分で，待状Ir東酋約800回Irおよぶ傾斜のある平野となっている。面積は25，021凶あ

り，全国土の17%を占める。タライ平野は15世紀以来，ガンジス河までの広大な地域がネパ

ーノレ(当時はマラ王朝)領土であったが， 1816年のイギリスとの国境紛争終結条約Irよって，

肥沃な地携のほとんどがイギリス植民地としてのインドIr編入されてしまった。集落は稲作

の水利を中心とした集村が支で，畑作開拓型の散村がEれIr次いでいる。また，タライ平野

はネパ←JレIrおける穀倉地帯となっており，比較的人口集密地が多い。それはネパールIrお

ける人口 9千人以上の都市23のうち， 14都市がタライ平野地帯Irあるζとにも見られる(j981

年センサス〉。乙の地帯の人口は全人口の43.6%を占め，人口密度は193人/婦で，全歯平均の

約2倍となっている。

(2) 気候と生活様式

ネパーJレは，その緯度位績からもわかるよう Ir，亜熱帯気候Ir属する。そして夏Irはイン

ド洋からの南西季節嵐を受け，冬Irはチベット高原からの北東季節風を受けるそンス ン地

帯でもある。季節は大きく夏 (4J'l-9月)と冬 (10月-3月)Ir分かれるが，夏lま義期(4 

月と 5月)と雨期 (6-9月)からなり，冬は涼期(1OJ'lと11月)と乾期(j2-3月)から
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なる(気温は 1月がもっとも{丘い)。

しかし，ネパールはヒマラヤの山凶であるため， 111岳気候の影響を大きく受ける。一般1<:，

気温は標高が100m高まるζ と1<:0.6"C下がるため，標高千メートルで60C，標高5干メ ト

ルで30
0

C下がるζ と1<:なる。 ζのため，たとえば標高12mのタライ平野の都市ピラトナガー

ルでは最高気温34.0
0
C (4月)，最低気温9.I"C (1月)1<:対して，標高1.337mの首都カトマ

ンスsでは最高気温27.70C (5月)，最低気温1.9"C (1月)のよう忙なる。また，標高と地jf5

1<:よって，降雨の状況が大きく変わり，年平均降雨量4，783阻(東部Dヌム防)がある一方で，

年平均降雨量248皿(西部のジョムソム町〉がある。

したがって，ネパール全体は亜熱帯気候区1<:ありながら，人々の生活と農耕形態は地形，

気温および降雨量1<:よって大きく巽なっているのが特徴である。

ネパールの人々の生活様式は，力トマンズ首都圏の都市部を除いて，大きく 2つのタイプ

1<:分類するEとができる。第 lはタライ平野地帯の生活様式であり，第2は山岳および丘綾

地帯の生活様式である。前者は亜熱帯務作農業が主で，小麦，タバコ， ジュート，砂糖キヒ

などの畑作が加わる。乙れ1<:対して，後者はミレット， トウモロコシ，ジャガイモ，大麦，

陸穏などの畑作農業が主で，盆地内平地や丘陵の段々織なと水利の良い場所の稲作が加わる。

全人口の90%以上が農村部1<:伎み，その多くが準告給自足生活を行っているが，テライ平野

地幣は食糧生産最が地域消費糧を上回っており，余剰食績の販売・輸出を行う ζ と1<:よって，

より商品経済が普及しているのに対して，その他の地帯では食糧生産が十分でなく，きわめ

て貧しい伝統的生活を強いられている。

'3) 民族構成と宗教

ネパ Jレは多民族国家である。 1981年センサスの総人口は1，500万人でありながら，約75種

類の民肢があるとされる。人口センサスでは， ιれまで言語別統計を調斎してきているが，

向一言語のうちの方言なのか，民族の違い1<:よる言語なのか，混血1<:よる言語なのか，さら

1<:標準語(公用語の不パール語}教育児よる言語なのかなど， (j在日IJがつき1<:くい問題をかか

えている。したがって，民族構成を言語人口で見る乙とは難しい状況1<:ある。しかし，ネパ

ールの基本的な民族は，インド・ア リア民族，モンゴル民族， ドラピダ民肢とからなると

される。そして，長い民族移動の歴史と前述のような険しい自然条件の下で，互いに交流の

少ない，分散隔離した多数の少数民族から構成されるζ と1<:なった。

各地帯の主要民族をみると， ヒマラヤ高山地帯1<:はボーテ (Bhote)，γェJレパ (Sherpa)，

タカリ何hakali)の各民族を初め14以上の民族がおり，山岳および丘陵地帯1<:はグルン
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(Gurung)， リムプ (Limbu)，マガJレ(Magar)，ネワーノレ (Newar)，ライ CRaD， タマ

ン (Tam朗 g)の各民族など23以上の民族がおり，タライ平野地帯11:はボジプリ (BhojpurD，

マイティリ (MaithiID，メチェ (Meche)，ヲジパンシ (RajbansD，タノレ (Tharu)の各民

族など24以上の民族がいるo 才、パールでは，いわゆるカーストの身分階級であるプラーミン

(Brahmin)やクシャトリヤ (Kshatriya)なとが，その定住した土地の固有の民族を形成

していると見なされており，インド・ネパ ノレ族として全国的広がワを持っている。

ネパーノレの宗教はと Yズー教が箇教とされているが，信教の自由は保持事されている。 1981

年センサスでは国民の89.5必がヒンズ 教で，仏教が5.3%でζれIC次ぎ，イスラム教2.7%，

ジャイナ教，キリスト教およびその他が2.5%を占める。

乙のような中で， ヒンズ教文化とそのカースト制度は，ネパーJレ国民の身分を規定するば

かりでなく，社会的地位や職業，さら11:文化的活動や結婚までも規定しているため，ほとん

どすべての民族グループが幾重ICも細分化されたカーストと小部族11:分けられている。

(4) まとめ

乙れまで述べてきたよう 11:，才、パールの国土と国民は，般の国々とは比較にならないほと

の厳しい白然条件の中ICある。そのため，集落や各民族が分散隔離されるζと11:なり，椙1主

11:人的交流や文化的交流が少なく，ましてや外国文化の流入も少なかった。そして，人々の文

化と日常生活は，高山11:陸まれた狭い地域社会の中で，ヒンズ教を中心とする伝統的思宵11:

長い間制約されてきた。 ιのため，結婚，出産，子供の教育，家族の健康や衛生など 11:~唱して，

医習と厳しい自然の支配から税却できず，近代科学の恩恵を受けるζ とが少なかった。

しかし，他方で，世界の屋根ヒマラヤがもたらす壮大な景鋭と豊富な水と清浄な空気は，

文化的経済的IL大きな潜在資源として意味を持っている。したがって， r東洋のスイスjを

1つのモデル・イメージとして，先進諸医の経済協力を得ながら開発を進めれば，予想以上

の大きな発展が見られるであろうし，地球環境の改善11:大きく貢献するζともできる。

2 政治と経済

(1 ) 政治と行政組織

ネパール王国はアジア諸国では植民地とならなかった数少ない独立留の 1つである。現在
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の領土は，イギリスとの領土紛争を解決した1816年の友好通商条約IC基ついてしる。 ζの友

好通商条約ICよって， シッキム地方はイギリスの保護領となり，タライ平野の肥沃なガンジ

ス持流域地方はイギリス領インドIC併合された。さらIC，インド人とネパール人の相互の自

由な往来と自由な経済活動を認めると向特IC，カ fマンズICイギリス入居留地の設置を認め

た。乙の条約はいわゆる不平等条約であったが，植民地化を免れる乙とができた重要な条約

である。乙の条約は1923年IC廃棄されたが，その後も実質的な内容はほぼそのまま残るζ と

ICなっfこ。

しかし， 1816年以降，ネパーノレはイギリス人以外の欧米人の入国を禁止する鎖国政策をとっ

た。 ζの鎖国政策は1951年まで続く乙とになり，ネパール社会の封建制が20世紀の中頃正で

持続する要留ともなった。

ネパールの政体は，王制でありながら，長い間 (104年筒)ラーナ(Rana)家の摂政政治

が続いていた。しかし，インドの独立 0948年)や中国IC社会主義政権が綴立 0949年〉す

る国際政治環境の中で，とく IC，インド国民会議派の影響と支持を受けて， 1950年11月IC，

トリブ川ン (Trbhuvan)冨王は体制転覆陰謀で逮捕された者の死刑執行令状IC署名する乙と

を拒む乙とで，絶対権力を持っていたラーナ家IC背いた。国主はカト 7 ンズのインド大使館

IC逃げ込み，インドIC亡命し，ネパーJレ国主としてネノレ一首相の支持を受けた。 ιれを契機

として，インドからの武器援助を受けたネパール国民会議派を中心とする王政復古勢力と，

摂政家ラーナ政権との内戦が始まった。けっきょく，インド政府の仲介ICより， 1951年2月

比トリプパン国王の帰国と，ラーナ家貴族と才、パール国民会議派との半々の人数からなる内

閣の成立が箆られた。首相ICはラーナ家の者が就任したが，数ヶ月後IC辞任させられ，彼が

インドIC移住するζ とICよって，ラーナ家の祭政政治が終了した。

トリプパン国王はインドから帰国して，それまでの鎖箆政策を改め，諸外国との交流を開

始した。そして政党政治ICよる西欧スタイノレの民主主義制度の導入を約束した。しかし，議

会制民主主義は， 1955年IC，トリプノミン国王の死後，後継のマヘンドラ (Mahendra) 箇

王ICよって公布された新憲法ICよって初めて導入された。ネパ ル史上初めての普通選挙が

1959年2月-3月ICわたって実施され，雨後の窃のようIC多数の政党が結成され，国会議員

が選出されたが，ネパール国民会議派が圧倒的多数を占める大勝を得た。

国民会議派の党首コイララ (B.P.Koirala)が首相IC就任して政治を行う ζ とになったが，

その後， "露:Eと内鴎との意見不一致がしばしば発生するにおよんだ。 7 へンドヲ霞王は，

1960年12月15日ICク デタを起ζL，西欧的政治制度はネパーノレの閣情IC適合しないとし，

政党を廃止し，議会を解散して，国王の渡接続治制度を宣言した。さらIC，1961年ICは新憲
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法を公布L，独特の「政党なきパンチャヤァト民主主義(PartylessPanchayat Democracy)J 

制度を導入するととも11:，パンチャヤ y ト方式11:よる間接選挙11:よって国会議員の選出と，

国王の指名11:よる，国王11:対して責任を持つ替相と内問を設置した。そして表現の自由，出

版の自由および集会の自由などが制限されるとともに，政党の結成が禁止された。

マヘンドラ国王は1972年11:死亡し，息子のピレYドラ (sirendra)国王が新国王となっ

た。彼は前国王の政治制度をそのまま受け継いだが， 1979年の春，物価高，食糧不足，飲

料水不足，公務員の不正などを中心とする政治不満が国民11:充満し，全国的なデモンストレ

ション11:直面する乙ととなった。そして，同年4月23日11:は，カトマンズで史上初めての

大衆暴動が発生した。

翌4月24臼， ピレンドラ扇王はラジオ・ネパーノレを通じて，現行政治制度を継続するか，

政党政治11:転換するかの全国的レ7ァレンダムを実施すると発表した。 ζの発表は大衆暴動

を静める効果を持ったが，ei1王はさら11:表現と集会の自由を大編Iζ認める勅令を出すととも

に，政治犯の釈放を行った。そして，医::Eは，国会議員の痕接選挙制，国会11:よる普絡の選

出，首棺および内阪の国会11:対する責任時IJをとる ζ とを宣言した。 ζ うして， レアァレンタ

ムは1980年6月11:実施され，国民の55%が環行政治制度11:賛成する結果となった。ピレンド

ラ国王は前の公約を実現するため，憲法を改正し年後の1981年5月11:政党のない形で総

選挙を実施した。

ζのよう 11:して現在の王制とパンチャヤット政治制度が安定するζ ととなったが， r政党

なきパンチャヤット民主主義jの構成は次のよう 11:なっている。

① 村および市パンチャヤッ卜 (Villageand Town Panchayat) 地域コミュニティー

である村議会および市議会で， 21歳以上の大人11:よる直接選挙で選出された議員からなる。

@ 郡パンチャヤット(DistrictPanchayat) 上記①の上位行政総織である郡議会で，

村および市議会議員11:よる間接選挙で選出された議員からなる。

@ 全国パンチャヤット話回会 l院側の隠会で， 21歳以上国民による普通選挙で選出さ

れた112人の民選議員と，国主から指名された28人の勅選議員の，合計140人の議員からなる。

ネパーノレではラストゥリヤ・パンチャヤ y ト<RastriyaPanchayat)と言う。

また，パンチャヤットのととばは，地域コミュニティーの伝統的自治制度の意味を持って

いる。かつて，村落の住民から選出された5人の長老代表が，村内の問題の解決を指導した

り，村の意思のとりまとめを行い，対外的代表権を持った。 1961年11:マへY ドラ国王11:よっ

て制定された憲法の下では，村パンチャヤヅトは5人の代表からなり，村パンチャヤットが

郡パンチャヤットの議員を選出する方式がとられていた。現在は1982年地方分権法 CDecen-
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tralization Act 2039， 1982) 11::よってその権限が規定されている。

ネパーノレの地方行政組織は，現在，中央政府 県(14県， Zone~ AanchaD 君1!(75郡，

District~ Gilla)ー農村区 (75郡x9農村区， Ilaka)および市パンチャヤット (Town

Panchayat，全国で33市)一村パンチャヤット (VillagePanchayat，全国で4，015村〉

集落(各村パンチャヤァト 11::9集落， Ward)という組織段階11::なっている。 ζのうち，郡

ICは郡長 (ChiefDistrict Officer)と地1JF>書発宮 (LocalDevelopment Offlcerとしてパン

チャヤットおよび地方開発省から直接任命される)が醤かれ，前者は法秩序維持と各省庁か

ら派遣された出先機関の活動の調整を行い.t走者は各行政段階の組織や機関の関発計画およ

びプロジェクトを管理調整する。また地方関発官は郡パンチャヤ y トの議会事務局長でもあ

る。郡の上級組織である県11::は，県コミッ γ ョナー (ZonalCommissioner)が震かれ，県

内開発事業の管理，郡と郡の謁整，郡長と地方開発官の事業の調整などを行う。 ζのような

行政組織とは~I]lc，政府はネパー Jレ全体を 5 つの関発地方 (Development Region) 11::区分

し，開発の地域アンバランスを是正しようとしている。しかし，現在のと ζ ろ開発地方の指

定をしたと言う Icとどまり，具体的な行政組織が設遣されたという ζとではない。

(2) 財政と国家建設

乙れまで見てきたよう11::，不パーノレの隠家建設は，第2次世界大戦後，それも1950年代!と

入って，やっと始まった。しかも王制が安定するよう忙なり，政治が安定するようになった

のはζ く最近の1980年以降である。乙のためもっとも基本的な要素である行政組織が未繋備

であるl.謀本的な国民の把握も不十分である。たとえば，住民異動登録11::おいて，全国75

1却のうち1989年現在40郡11::住民異動議録制度が実施されているIcしか過ぎない。さら11::， ζ

の40郡の中11::おいても，末端村落の異動登録は一部で100$百の登録をしている村(たとえば，

今回現地調査を行ったラムコット村)もあれば，住民の約25%しか設録をしていない村(

たとえば，同パラコット村)もある。しかも，異動登録の記録を持ちながらも，各年次の集

計は末端では行われていない。 ζのため，人口数は家族計画プロジェクト，マラリヤ撲滅プ

ロジェクト，選挙(但し年齢21歳以上の人口)，人口センサスなと、の何らかの特別のプロジェ

クト 11::関係して把摂されている11::しか過ぎない。

ζのため政府は，国家建設の一環として，留民の日 D~百が住む農村部において，郡の下位行

政組織であるイラカ CIlaka，農村区)11::，役場，ヘルス・ポスト，郵便局，銀行の最低限4

つの機関を設置する努力を行っている。しかし，国家建設が進んでいないιとは，役場の不

十分さばかりでなく，小学校，病院，通信，道路，篭気など，ほlまあらゆる分野の社会的，
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経済的インフラストラクチュ了の不足として現れている。

国家建設が進まない乙との最大の原因は，国家財政の脆弱さ IC求められる。 1989/90年度の

国家予算を見ると，歳出は経常支1:ll66億5，121万ノレピー，開発支出135億9，079万Jレピーで総額

202億4，200万Jレピーとなっている。 ζれIC対して，歳入は租税等収入が歳出の42%でしかな

い85億ノレピーしかない。 ζの収支差は外国からの無償援助22億2，401万ノレピー，有償援助77億

6， 798万ノレピーと，園内借入れ17億5，000万Jレピ でまかなわれている。したがって，外医援

助が歳出の49%を占める内容となっている。

また，歳入構造は関税収入28，39百，消費税および物品税35.89百，その他(土地税，所得税，

法人所得税，登録免許税，政府事業収入など)34.9%となっており，関税と間接税を主たる

収入源とする構造になっている。準自給自足農業経済を主たる経済とする不パ ノレICとって，

輸入税や物品税IC医家財政の収入源を頼らなければならないのはやむを得ない乙とι思われ

るが，消費水準が低いため税収も多くを望めない。経済活動を活発化させて，まず経済のパ

イを大きくし，税収の増大を隠る必要がある。そのためには， ヒマラヤを中心とする自然環

境を有効IC活用する産業分野への，外国資本の導入が当面もっとも効果的な方法と思われる。

それによって，雇用を創出し，国内資本不足を補い，経済の活性化による税収拡大への道を

関色財政基盤を強化するιとj(つながる。

(3) 経済

ネパーノレ由国内総生産GDPは28億3，600万ドノレで 1人当たりGDPは160ドルである

(1987年，世銀データ)。しかも人当たりGDPは過去3年間ほとんど変わっていない。

ιれは国際的花見ても国の綬済規漢が小さく人当たり所得がきわめて低い，いわゆる

「最貧困」のグループIC分類される。しかし，最近の経済成長を見ると， 1980年代の前半は

平均して実質年平均成長率が4.5%忙なっており(出所.第7次開発計画)，比較的着実な発

展を示している。 80年代後半の成長率は，まだ確定したものが発表されていないが.'85年度

(1985/86) 3. 99百.'86年度2.4%，'87年度7.1%，'88年度4.4%などの数値が示されている

{出所:中央統計局)。

ネパ ノレの産業構造は国内総生産で見fこ場合，第 1表のよう ICなる。乙れICよると，農業

部門がGDPの57.2形を占めており，ネパールが優れて農業医である乙とがわかる。他の産

業部門は，社会サービス部門9.0~百が農業IC次いで大きな部門となっているが，建設8.8%，金

融不動産8.4%，運輸通信6.8%と続いている。しかし，国際的ICは発展途上国では比較的大

きなシェアを持つ商業部門が，ネパ ルでは4.5%ときわめて小さな産業部門でしかない乙と
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出所)中央統計局

は注包しなければならない。また，製造業部門が4，596と低いシェアであるζとは発控室途k留

運輸通信などの各産業が棺対的IζシェアIC通常見られる ζとであるが，建設，金融不動産，

の大きな産業になっているιとは，農業以外の不パールの経済が，実は援助プロジェクト，

およびその他の政府関連事業を中心とした経済構造忙なっている ζとを物語って公共事業，

それだけ民間部門の経済が発達していない乙との誌左でもある。もちろいる。逆IC言えば，

民それ忙しても，発展途上国の常として.統計上の技術的問題も大きいと思われるが，ん，

そして伝統的な準自給自足農業経済の支配と関経済部門の未発達，商品経済の普及の遅れ，

いうネパール経済の姿を明確に表している。

次IC，就業人口で見たネパーノレの産業構造(第2表)を謁べると，上記のネパ ノレの経済

構造がより明白となる。すなわち，就業人口の91.2%が農業従事者であり， fl由のどの産業部

門もシェアが5%未満である。その中でも，社会サービス部門の4，6%を徐くと， f由の部門の

就業人口はきわめて少なく，むしろ，職業をはっきり言えない雑業層が1.9%も出ている状況

にある。

白山・山岳国という厳しい自然条件の中で，ネパーノレの経済は，乙のように見てくると，

伝統的準自給自足農業を中心とした小さな地域経済轡が無数IC分散した構造になっており.

最近やっと政府ICよる経済開発が，国家建設の一環で進められるよう ICなった段階ICあると

21 

見る ζと市三できる。



表2 経済活動人口の産業別構成(1981)

綬済活動人d:J[ 
| 人数

産業分照 | 

農林水産業 6，244，2日9
鉱業 971

製造業 33，029
電気，ガス，水道業 3，013
建設業 2，022

商業 109，446
運輸通信業 7，424

金融不動産業 9，850
サービス業 313，570
分額不能 127，272

合計 6，850，886

(;主)10歳以上
(出所)中央統計局
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(4) まとめ

ζれまで寸、パールの政治経済を概観してきたが，今後のネパーノレの開発を考えるとき，次

のようないくつかの大きな課題を指摘する乙とができる。

第 111:，ネパーJレは植民地11:なるζ となく，独女王国を維持してきたが， 1951年までの鎖

国政策のため11:，古い封建制度が最近まで続き，封建遺市iが現代生活の中11:多数残される結

果となっている。たとえば，土地改革が1955年11:導入され，不在地主(ザニンダ-)レ Zami-

ndaril制度を廃止し，地域を分けて土地所有の上限を定め〈タライ地方17ヘクター)V，丘陵

部4.11ヘクタ Jレ，カトマンズ盆地2.67ヘクタールなど)，実際の耕作者である小作人11:土地

所有権を与える政策が打ち出された。しかし， ζの政策は1964年まで実施されなかったl，

1970年代の土地改革の進渉状況ははかばかしくなかった。そればかりか，土地改革前は不パ

Jレ全国の農地のほとんどが，約450の家族11:よって所有されており，彼らは改革後も家族全

員の名義を使うなどして法の網の日をくぐり，実質的に土地の持分配が進まないようなあらゆる

工夫を行っている。 ζのため，孫作の禁止，小作料上限50%規制，および債務軽減政策の実

施など11:もかかわらず，小作農の地位の向上は実現しない結果となっている。

第 2IC，鎖国政策が長かったために，西欧の近代科学技術.政治制度，経済γステムの導

入が遅れ，社会経済システムの近代化が進まなかった。 ζのため，古い生産技術と，封建造

伽!と， ヒンズー教を中心とした伝統的凶習とが，分散隔離した全国の農村社会11:現在11:到る

22-



まで残る結果となっている。しかし， ζのような社会が人口爆発ICよって破綻させられてい

るのが現状であり，今，新しい生産および社会γステムへの転換が緊急の課題となっている。

第 31C，人口の90%が農民でありながら，国民の大半は食糧不足IC悩まされている。地域

的IC食糧余剰が出ても，道路等インフラ不足ICよって流通がスムーズIC行かない。しかも，

タライ平野地帯を除く地帯のかなりの農地は，山岳fi:陵部で農耕条件IC恵まれない土地であ

り， したがって農業生産性の飛躍的な増大は望めない。しかし，ネパール政府としては，全

国民の生活向上と民生安定を図り， ζれを促進させなければならない。

第 41C，上記の諸諜題を解決するためには， f可と言っても政府の役割が重要であり，近代

国家を建設するための人材と資本が必要となる。 ζのため，優秀な人材の育成と，効率的な

資本の謁i塞が急務であり，国内経済を発達させなければならない。政府は乙れらの対策を白

から実織する分野と，民間の潜在活力を引き出し，民間の力ICよって実施する分野を謁整し，

相互IC補完性を持たせるζ とによって，効率的な医家建設を行うととが重要である。

これら 4つの大きな課題IC対処するためには，社会経済の発展方向IC対する新しい視点か

らのアプローチが必要である。それは，オーソド yクスな方法である社会経済の発展段階IC

対応した社会経済インフラの務備を進めるととではない。それは，ネパ ルの図有な自然条

件を長大限考慮し，世界の先進技術を基本的技術体系とし，地球環境の保全と省エネノレギー

経済を確立する方法である。その基本的構想、は，たとえば次のようになる，

① 天然資源の乏しい不パールにあって， ヒマラヤの水資源のみは費富ICある。しかも化

石資一線ではないため溜渇するEとはない。むしろ洪水エネルギーのコントロールが国際的

IC求められている。したがって，才、パールのエネルギ一体系は，大規模水力発電による電

気エネノレギーを中心とすべきである。乙れは都市交通(現行のトロリー・パスなど)を初

め，産業用エネルギー，家庭用エネノレギーの大部分をまかなうものとする(クリーン・エ

不Jレギーであるため公害が無く，薪炭を{虫わない乙止による森林の減少を防止し，石油輸

入を節約して外貨節約と炭駿ガスCO，なと地球環境の保全IC貢献する)。

@ 水資源の有効活用を高めるため，事自的ゲムを基本とし，農業用水，工業用水および

生活用水の効率的才、ットワークを建設整備する。とく IC，乾期ICも盆地部とタライ平野地

帯lζ水を供給できるよう lとする(したがって，大規模な濯i疏水路建設となる。また，農業

生産が増大する)。

@通信ネットワークは，従来の地上配線方式を改め，人工衛星通信体系とする(山岳閣

であるため，建設およびメンテナンスICおいて大幅な省エネとなる)。

@ 経済的比較優位を観光・文化立国と，ハイ・テク産業立国IC中心を置き，そのための

n
4
u
 

q
L
 



国際的水準のインフラストラクチュアを整備する。 III岳丘陵地#Hc:数カ所の理想的テクノ

ポリスを建設し，純度の高い空気と水を利用したハイテク産業を立地させる。機能的な国

際空港を最低2力所轄備し，ヨー口ッパ，ホンコン，日本からの直接乗入れを可能忙し，

チャーター便やエア・カルコPの乗入れを予定する。との2力所の国際空港とヒマラヤおよ

び文化観光都市との間を，コミュータ航空便で直結する。ヨーロ yパ・アルプスのような

観光産業を大々的Ir整備し，関連部門の発達も含めて，才、パール経済の一本の住として位

鐙つける。

@ 観光・文化とハイ・テク産業の発達Irともなって，相当量の新規雇用増加が発生し，

ハイレベル労働力の不足が見込まれるため，中等教育および高等教育を計画的Ir拡充する

必要がある。また，上記④Iζよって，いくつかの地方では都市化がいっそう進むζとにな

るため，予め理想的な都市計画を策定し，ネパール文化と調和した近代的都市街発を行

い，あわせて医療・衛生水準の飛躍的向上を図る。

すなわち，ネパールの比較優位資源(ヒマラヤ，水，空気，労働力)を活用した，外貨獲

得産業(観光・文化産業とハイ・テク産業)を綴興し，国家財政の強化と民間企業の活用を

図仇都市再開発と諸インフラストラクチュアの建設Irよって!日社会を近代社会Ir転換させ

る図式である。 ccでのキーポイントは，現代の先進技術を優先的Ir取り入れて，地球環境

保全を両立させながら，先進国社会Ir直結した国家建設を行う ζ とIrある。
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第3章 ネパール国の人口

1 人口の推移

国家人口委員会 (NationalCommission on Population) ltよれば，ネパーノレICおける人

口は1988年現在でおよそ1，800万人と推定されている。 1971年一1981年のセンサス閣の人口増

加率は年率2.66%であり，ネパーJレのセンサス史上，もっとも高い人口増加率が記録されて

いる。

ネパ ノレでは1911年以降，ほぽ10年おきICセンサスが行われている。センサス年の人口お

よびセンサス閑人口増加率は表 1IC示す通りである。 1941年以前のセンサスは，対象地域が

彼られており， しかもその結巣は世帯主の集計のみであったため，近代的な意味でのセンサ

スは19521例年からのζとである。表 iが示す通り， 1961年以前の人口増加率は著しく変動し

ている。 1911年から1931年までの人口減少傾向は疫病の流行，戦争ICよる男子人口の流出等

が考えられるが，その多くは調査漏れがセンサスζとに増加しているζとIC起関している。

1941年から1952/54年ICかけての急速な人口増加は，第2次大戦終結Iとともなう外国軍隊から

の男子帰国，調査漏れの減少lζよるセンサスの質的向上等ICよるものである。

人口統計が不完全であるため，時系列傾向を読み取るのは難しいが，注目すべきは近年の

急速な人口増加である。 1911年IC560万人であったセンサス人口が，およそ 2倍の1，160万人

となったのは1971年センサスの時であり， ζの濁およそ60年を要している。しかしながら，

1961年以降，人口増加率は加速化されており， 1971年から1981年ICかけての人口増加率2.66

%が今後継続されるとすれば，およそ26年後ICは現在の人口は2倍となる。 ζれは死亡率低
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表1 ネパールの人口と人口増加率， 1911年~印刷年

センサス間年平均
年 次 人 口

人口増加率(%)

1911 5，638φ749 

1920 5，573. 788 -0.13 

1930 5，532，574 -0.07 

1941 6，283，649 1.16 

1952/54 8，256，625 2.30 

1961 9，412，996 1. 65 

1971 11，555，983 2.07 

1981 15，002，839 2. 66 

出所)Central Bureau of Statistics. His Majesty's Government 

of Nepal. Intercensαl Changes 0/ Some Key ce田 usV，αriables 
Nepal 1952/54-81， 1985 

下が急速に進行するいっぽうで，出生率が高いままにおかれているために，その差が高い人

口増加率となって現れたものである。乙の高い人口増加率は箆i車推計1<:よれば2000年まで継

続すると予測されている。

2 年齢別人口の変化

ネパールの人口増加が1961年以降，加速化されているとと，死亡率の低下と比較して出生

率低下が遅れているζとはすで1<:示した通りである。乙の人口動態の変化は年齢構造1<:も影

響をおよほしている。表2は各歳別人口比率1<:ついて， 1971年および1981年センサスを比較

したものである。乳幼児死亡率が改善された結果，乳児(!歳未満)および乳幼児 (0-4 

歳)の人口比率は男女ともに増加している。死亡率の低下傾向は高年齢1<:おいても顕著であ

り， 40歳代後半以降1<:おいて，人口比率の増加がみられる。

表2において注意すべき点は，基本的1<:低年齢層の人口比率が高い人口構造が示されてい

るにもかかわらず 5歳階級の区分でみると (X+ 4)歳の人口比率がその上の年齢階級の

X歳の人口比率より低い数値が示されているζ とである。 ζれはほぼすべての年齢階級1<:共

通しており，。または 5で終わる年齢1<:人口が集中する「エイジ・ヒーピングjの現象がみ

られる。
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表2 書歳別・男女別人口分布 0971年， 1981年}
(%) 

男 子 女 女

年齢 (X)ー (X)ー
X 年次 x + 4) x X十 l X十 2 x+3 x + 4 (x十 4)x x+1 x+2 x+3 X十 4

0-4 1971 13.59 2.48 2.26 2.87 3.12 2日6 14.70 2.55 2. 39 3. 17 3.56 3.03 
1981 15.47 2.70 3.42 3.21 3.06 3.08 15.34 2.67 3.06 3. 30 3.24 3.07 

5-9 1971 15.23 4.04 2. 73 2. 77 3.03 2.66 14.95 4.06 2.74 2邸 2.73 2.54 
1981 14.523.53 2.93 2. 72 3.02 2.32 14.65 3.51 3日4 2.87 2.88 2.35 

10-14 1971 12.09 3.26 1. 87 3. 12 1. 82 2.02 10.35 2.69 1. 70 2.48 1. 63 1. 85 
1981 11.953.20 1. 83 3.00 1. 83 2.09 10.75 2.85 1. 69 2.61 1. 70 l‘90 

15-19 1971 9.41 2.41 2.06 1. 32 2.44 1. 18 8.71 2.06 1. 86 1.32 2. 33 1. 14 
1981 9.04 2.03 2. 12 1. 36 2.28 1. 25 8. 63 1. 84 1. 95 1. 34 2.26 1. 24 

20-24 1971 8.01 1.98 1. 57 2.23 O. 97 1. 26 8.78 2.32 1. 60 2. 36 1. 07 1. 43 
1981 8.2自 2.13 1. 54 2.25 1. 09 1. 27 9.54 2.69 1. 62 2. 50 1. 25 1. 48 

25-29 1971 7.84 2.92 1.13 1.10 2.00 0.69 8. 26 3.09 1. 24 1.10 2. 18 。65
1981 7.41 2.85 1. 22 1. 0 I 1.70 0.63 8.07 3.13 1.2百 1. 02 2日。 0.63 

30-34 1971 6.63 3.05 0.65 1. 67 0.62 0.64 7.423.76 O. 66 1. 69 0.61 O. 70 
1981 6.09 2.95 0.61 1. 41 O. 55 0.57 6.92 3.59 O. 59 1. 53 0.58 0.63 

35-39 1971 6.64 3. 16 1. 23 0.57 1.17 0.51 6.25 3.08 1. 02 0.48 1.17 0.50 
1981 6.0日2.94 0.93 O. 57 1.10 0.46 5.89 2.98 0.84 O. 49 1.14 O. 44 

40-44 1971 5. 19 3.06 O. 53 0.84 0.37 O. 39 丘363.43 O. 46 O. 78 0.33 O. 36 
1981 4.9日2.99 0.43 O. 76 0.36 0.36 5.13 3.31 0.39 0.74 0.35 O. 34 

45-49 1971 4.22 2.36 0.47 0.35 O. 75 O. 29 3.76 2.14 0.37 0.27 O. 72 O. 26 
1981 4.28 2.38 0.49 0.37 O. 76 0.28 3.95 2.25 0.40 O. 31 0.74 0.25 

50-54 1971 3. 51 2. 15 0.34 0.58 0.23 0.21 3.42 2.29 0.27 O. 49 0.18 O. 19 
1981 3.77 2.33 0.32 0.61 0.27 0.24 3.44 2.29 0.25 0.49 0.21 0.20 

55-59 1971 2. 29 1. 24 O. 33 O. 22 O. 34 O. 16 2. 17 1幻 O. 26 O. 17 0.32 O. 15 
1981 2. 44 1. 35 O. 34 O. 23 O. 36 0.16 2. 15 1. 27 0.25 O. 17 0.33 O. 13 

60-64 1971 2.38 1. 58 O. 22 0.28 O. 16 O. 14 2.71 1. 98 O. 21 O. 27 O. 13 0.12 
1981 2.49 1. 79 O. 18 0.25 O. 15 0.12 2. 40 1. 81 0.15 O. 23 0.11 0.10 

65-69 1971 1.23 0.71 。16 0.12 O. 17 0.07 1. 24 0.80 0.12 0.10 0.15 0.07 
1981 1. 31 O. 79 O. 15 0.11 0.17 0.09 1. 19 0.76 O. 11 。ω O. 15 0.08 

70-74 1971 0.96 0.62 。日8 O. 15 0.06 0.05 1. 06 0.77 0.07 0.13 0.05 0.04 
1981 1日80.71 0.08 O. 15 0.08 0.06 1. 00 0.73 0.06 0.12 0.05 0.04 

75十 1911 O. 78 。自国

1981 O. 97 O. 95 

総人口 1971 5.817，203 5. 738. 780 
1981 7，695，336 7.327.503 

出所〉表1Iζ同じ。

3 地域別人口分布

ネパールは8然条件ICよって，山岳部，丘陵部，タライ(平野部)の 3つの生態系IC分け

る乙とができる。 ζの生態系はそれぞれ東西IC帯状IC分布している。さらICζの3つの生態
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系をそれぞれ含む形で縦割りの5つの開発地区(東部開発地区，中央部開発地区，西部開発

地区，中西部開発地区，様西部開発地区)11:分けられている。 ζの開発地区分は地勢条件に

よる格差を是正し，バランスのとれた開発を意図して設けられたものである。しかしながら，

実際11:はタライ地区11:おける高い農業生産性11:比較して，丘後部，さら11:山岳部の土地生産

性は停滞的である。

人口の地域分布もζ うした経済状況と無関係ではない。表3は， 1971年， 1981年の各セン

サス11:おける地理区分別人口および凋発地拒否glJ人口とセンサス街の年平均増加率を示したもの

である。 1971年センサス11:おいては人口の約半数11:あたる52.55百は丘陵部11:居住しており，

ついでタライ地区，山岳部の蹴である。 ζの版位は1981年11:ついても同嫌であるが，それら

の比率は若干異なっており，タライ地区11:おける人口比率が増加している。人口増加率でみ

ると，タライ地区11:おける人口増加は顕著であり， IlJ岳部および丘陵部の人口増加率は全国

平均の2.66%を下回っている。

表3 地域別人口分布および人口増加率 0971年， 1981年}

地厘区分および 1971 1981 年平均人口増加率

開発地区 人口 |比率(紛 人口 i比率(%) (1971年-1981年)
山岳部 1，138，610 ( 9.9) 1，302，896 ( 8. 7l 1. 35 

東部開発地区 304，352 ( 2.6) 338，439 ( 2.3) 1. 06 

中央部開発地区 353，923 ( 3.1) 413，143 ( 2.8) 1. 55 

語部開発地区 34，380 ( 0.3) 19，951 ( 0.1) -5.44 

中西部開発地区 207， 122 ( 1. 8) 242，486 ( 1. 6) 1. 58 

極西部開発地区 238，833 ( 2.1) 2邸，877 ( 1. 9) 1. 90 

丘陵部 6，071，401 (52.5) 7，163，115 (47.71 1. 65 

東部開発地区 1， 105， 590 ( 9.6) 1， 257， 042 ( 8. 4) 1. 28 

中央部伺発地区 1，741，594 (15.1) 2，108，433 (14.0) 1. 91 

活部開発地区 1，816，940 (15.7) 2，150，939 (14.3) 1. 69 

中西部開発地区 885，562 ( 7.6) 1， 042， 365 ( 6.9) 1. 63 

極間部開発地区 521，721 ( 4.5) 604目336 ( 4.0) 1. 47 

タライ 4，345，966 (31.6) 6，556，828 <43.6) 4.11 

東部開発地区 1，381，558 (12.0) 2，113，422 (14. 1) 4. 21 

中央部開発地区 1， 710， 236 (15.3) 2，381，181 (15.9) 2.99 

西部開発地区 595， 110 ( 5.2) 951，969 ( 6.4) 4. 76 

中西部開発地区 395，322 ( 3.4) 610， 760 ( 4.4) 5.29 

極西部開発地区 197，740 ( 1. 1) 426，876 ( 2.8) 1.10 

資料)Central Bureau of Statistics. His Majesty包Governmentof Nepal. Popul叫叩n

Monograph 01 Nepal， 1981 
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凋発地区~1]l1:みると，もっとも開発がすすんでいるのは首都カトマンズを含む中央部開発

地区であり，タライ地区で開発が進んでいる東部開発地区および西部開発地区が乙れ11:続い

ている。極西部はもっとも開発が遅れている地区である。人口分布もζれ11:ほぽ対応してお

り，丘陵部11:関していえば中央関発地阪および西部開発地区の人口比率がもっとも高く，タ

ライ地区では東部開発地区および中央部開発地区の人口比率がもっとも高くなっている。

ネパ ルの人口分布について，生態系~1]l1:みると丘陵部，タライ地区への人口集中，人臼

増加11:ついてはずライの急速な増加を指摘したが，人口密度1<:関して比較すると表4の通り

である。表 41<:は総面積1<:対する人口比率と可耕地当たりの人口密度を示した。総面積当た

りでみるとタライ地区の人口がもっとも高くなっているが，可耕地当たりでみるとタライの

人口密度はもっとも低くなっている。山岳部，丘陵部1<:おける農耕の大部分がテラス・ 7ィ

Jレドで行われているζ とでも明らかなよう 1<:，両地域1<:おいては可耕地面積が少なく，耕

作地11:対する人口比率は高くなっている。一方，タライ地区は，元来は 7 ラリヤが蔓延

する γヤングJレ地帯であったが， 1950年代から実施されているマラリヤ対策の浸透1<:つれ，

繍墾が急速1<:進んでいる。したがって，タライ地区においては高い人口増加率が示すよう 1<:

人口吸収の余力を残している。

表4 地場別面積および人口密度

指

面積 (km')

耕作面積 (ha)

人口密度

標

a) 総面積(人/km')

1971年

1981年

a) 耕作地面積(人/ha)

1971年

1981年

出所)表 I11:同じ。

l山岳部丘陵部タライ全 国

51， 817 61，345 34，019 147，181 

122，587 939，704 1，401，426 2，463，717 

22 99 128 79 

25 117 193 102 

9.3 6.5 3. I 4.7 

10.6 7.6 4.7 6.1 
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都市化4 

ネパーノレ11:おいて都市人口11:関するデータが得られるのは1952/54年センサス以降である。

都市11:関する定義がセンサスごと11:異なっているので，厳密な意味での時系列変化を追う ζ

とは凶難である。 1952/54年以降の都市人口比率は表511:示す通りである。農村人口の増加比

率と都市人口のそれを比較すると，都市人口の増加率は高くなっている。しかしながら，人

ロの90%以上は依然として農村11:居住しており，都市化の速度はきわめて緩慢である。

都市人口，都市人口比率，人口増加率， 1952/54-1981年表5

都市人口比率日人市都
次年

国全(%) (人口 1万人以上〉

2.4 199，549 1952/54 

1. 65 1. 58 4.25 2宮278，548 1961 

2.07 1. 98 4.51 3. 7 432，874 1971 

2.66 2.39 8.03 6.2 937，181 1981 

出所)表 111:同じ。

地犠耳1)都市人口比率， 1952/54-1981年表B
(%) 

1981 1971 1951 1952/54 分区域地

(2 ) 

(4) 

(2 ) 

( 1 ) 

2.47 

41. 63 
6.23 

1. 45 

(1) 

(4 ) 

(2) 

1. 58 

57.53 

5.85 

(6) 

(2 ) 
66.56 

3. 14 

(5 ) 82.41 

部陵丘

(5 ) 
(3 ) 

(3) 

(1) 

( 2 ) 
(9) 

(14) 

18.36 

11. 09 

7. 77 

3.55 

7.43 

51. 78 

48.22 

956， 721 

(4 ) 

(2) 

(2 ) 

(1) 

17.52 

5.91 

6.51 

5.09 

(3) 

(4) 

16.23 

9. 31 

( 1 ) 

(3 ) 

3.42 

9.59 

イフタ

(7) 

(9) 

64.91 

35.03 

461.由38

(1) 

(8) 

(8) 

東部

中央部

西部

中西部

極西部

東部

中央部

西部

中西部

極西部

部・合 計

イ・合 計

都市人口

タウン・パンチャヤット数

比 率

4. 70 

67. 70 

30.30 

336，222 

)
 
1
 
(
 

(5 ) 

(5) 

4.58 

82.41 

17.59 

235，892 

駿

フ

丘

タ

(23) 

(1C日00)

-30 

(16) 

(100.00) 

(16) 

(100α)) 

(10) 

(100.00) 

注) ( )内はタウン・パンチャヤァト数

出所)表 1ILf可じ。
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ネパーJレにおける都市部はタウン・パンチャヤットと呼ばれている。タウン・パンチャヤ

yトとは人口9，000人以上の地域を指している。 1981年センサスICおけるタウン・パンチャヤ

ットの数は23である。すでIC，人口分布において示したように，丘陵部とタライ地区IC人口

は集中しているが，タウン・パンチャヤットがあるのも丘渡部とタライ地区のみで山局部に

はない。表6は各センサスICおける地域別都市人口の分布，およびタウン・パンチャヤット

の数ICついて示したものである。地域~r)l cみるとタウン・パンチャヤットの数もすでIC示し

た各地域の開発の水準IC対応しており，丘陵部の中央際発地区，タライの東部開発地区，中

央部関発地区IC集中している。

5 人口動態の変化

(1 ) 死亡率

①普通死亡率

ネパ ルICおける人口動態統計は，登録制度が1分IC機能していないため，正確で適切な

データを得るζ とは難しい。 1952/54年以降白各センサス年ICおいても死亡数が集計されてい

るが，大幅な届出漏れがあるとされている。したがって，センサス聞の年齢構造と人口増

加率rc基づいた間接法rcよる死亡率の推計が行われている。表7は各標本調査およびセンサ

スIC基づく普通死亡率の推計結果を示したものである。表が示すように推計値の出所は必ず

しも一致していないため，同じ年次または期間であっても，変動がみられる。しかしながら，

1950年代の高死亡率が1960年代犯人り急速IC低Fしているという傾向を読み取るζとができ

る。さらに1970年代もζの死亡率低下は着実促進み， 1971-81年の雨センサス簡の普通死亡

率は13.5%0を示している。 1960年代の急速な死亡率低下は，マラリヤ等の感染症対策が急速

にすすめられ，成果を収めたためである。 表 7 1Cは男女 ~rJの普通死亡率も向時IC示した。

1953-61年， 1977-78年を例外として女子死亡率が男子死亡率を上回るζ とが示されている。

普通死亡率について都市・農村別IC示したものが，表8である。不パーノレの都市人口比率

は10形ICも満たない状況であるが，医療施設は都市地域IC集中している。したがって，都市

ICおける普通死亡率は農村部よりも低くなっている。表8では都市・農村間の普通死亡率は

縮小傾向ICある乙とが示されているが，時系列の変動をみると各標本調査のデータの震に起
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因する変動が多いよう IC怠われる。

表T 普通死亡率の変化， 1954年-1984年{推計値}
(%0) 

山
山 所 年次

普通死亡率

合計男子女子

Vaidyanathan and Gaige， 197311954 36.7 

Central Bureau of Statistics， 1977 11953-1961 27.0 28.0 24.8 

Gubhaju， 1975 1961 22. 0 

Central Bureau of Statistics， 1977 I 1961-1971 21. 4 21. 3 22.6 

Demographic Sample Survey， 1976 11974-1975 19.5 18.6 20.4 

N N N 1977 11976 22.2 21. 5 22.8 

N N N 1978 11977-1978 17.1 17.9 16.2 

Cenlral Bureau of Statistics. 1985 I 1971-81 

New Era. 1986 11984 

13.5 12.2 14.9 

11.9 10.8 11.0 

出所)表31ζ同じ。

表8 都市・農村別普通死亡率の変化
(出。)

年次
普通死亡率

1974-75 

1976 

都市

9.0 

8.9 

農村

19.8 

22.6 

18.6 

全国

19.5 

22.2 

17.1 1977-78 I 12.0 
出所)表31[1司じ。

②乳児死亡率

登録制度ICよる人口動態統計が不備のため，乳児死亡IC関するデータもまた標本調査およ

びセンサスICよる推計値IC依拠せざるを得ないのが実情である。表9は各推計値ICよる男女

別乳児死亡率を示したものである。乳児死亡率は持系列的ICみると低下傾向を示している。

男女別乳児死亡率をみると， 1976年の調査を例外として，男子の乳児死亡率は女子のそれよ

り高くなっている。通常，出生性比は男子ICおいて高いが，乳幼児死亡率が男子のほうが高い

ため，結果的ICは性比は均衡するといわれている。表9でみる限り，ネパールでも同様の傾

向がみられる。しかしながら，すでIC示した男女別普通死亡率の結巣と表9は矛盾している。

今回訪問した国家人口委員会では， 1981年の乳児死亡率ICついては男子117.0，女子128.3，
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表9 男女~IJ乳児死亡率四変化， 1954-1981年{推計儀)

i 乳児死亡率
出 所 !下次

l 男子女子

Vaidyanathan and Gaige 1973 I 1954 260 250 

¥Vorth and Shah 1969 i 1965-66 

Gubhaju 1974 I 1961-71 200 186 

Central Bureau of Statistics 1974 I 1971 

Demographic Sample Sur開 y 1976: 1974-75 凶 123 

N 
N 仰7I 19祁 128 138 

合計

152 

172 

133 

134 

N N 1978 I 1977-78 110 98 104 

Nepal Fertility Survey 

Gubhaju 

1977 I 1976 

印刷 I1973-74 

Central Bureau of Statistics 1985 I 1978 

New Era 1986 I 1981 

出所〉表31L同じ。

152 

171 

147 142 144 

136 111 117 

1988年11:ついては男子96.8，女子108.3と推計しており，表911:示した傾向と逆の推計値が示

されている。 ζの相違11:ついて質問したと ζろ，最新の推計値として人口委員会のものを採

用してほしいとのζ とであった。人口委員会の推計直をとるとすると，女子の死亡率の方が

高くなっている普通死亡率との型車合性も高いと考えられる。

表10は乳児死亡11:おける地域格差を示したものである。 ζの結果もトラ yセル11:よる推計

法を舟いたものである。地理区分別にみると明らかな格差が観察される。山岳部における乳児

死亡率がもっとも高く，丘陵部が乙れ11:続き，タライ地B:がもっとも低くなっている。 ζ う

した格差は地形条件と関連している。山岳部では，平野部と比較し，医療施設までの交通手

段も限られており，医療へのアクセスピリティがよくないと恩われる。いっぽう，タライで

は道路ネット・ワークが111岳部と比較し整っており，医療機関の利用の容易さ11:差があると

患われる。表1011:は，向時11:偶発区分別の乳幼児死亡率も示した。乳児死亡率は告書発が遅れ

ている西部地域11:おいて高く，比較的開発が進んでいる中央部，東部11:おいて低い乳幼児死

亡率が示されている。さら 11:都市，農村~ljl1:乳幼児死亡率をみると，都市 11:おける乳児死亡

率li農村部の約半分である。また，普通死亡率と{可様11:都市・農村格差が縮小される傾向が

示されている。
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表10 地理区分別，開発地区別手L児死亡率.1981年

(略。)

地理区分/認発地区| 乳児死亡率 推計年次

地理区分

山 岳 部 186.2 1978.6 

丘 陵 部 163.5 1978.5 

タ フ イ 122.3 1978. 1 

開発地区

東 剖i 129. 7 1978.5 

中 央 部 136.8 1978.3 

西 部 147.0 1978.4 

中 西 部 178. 0 1978. 4 

極 西 部 164.5 1978.0 

出所〉表1IC同じ。

表11 都市・農村~IJ乾児死亡率. 1976-1978年

(百。〉

乳児死亡率
出 所 推計年次

都市農村

Demographic 

Sample Survey. 1976 1974-75 57.1 134.8 

Demographic 

Sample Survey. 1977 1976 52.8 136. 1 

Demographic 

Sample Survey. 1978 1977-78 67.2 105.1 

出所〉 表31C同じ。

@ 年齢別死亡率

表12は年齢別死亡率について示したものである。各認査年次間の変動があるため，乙 ζで

も厳密な意味での時系列変化を読み取る乙とは難しい。しかしながら，注目すべき乙とは25

-34歳階級の男女別死亡率をみると，いずれの時点l亡おいても女子死亡率が男子死亡率を上

悶っている ζ とである。普通死亡率が男子において高くなっている1977ー78年1<:おいてもζ

の傾向は同じである。 ζの時期は女子再生産年齢期1<:あたり， ζの悶の妊産婦死亡が高いた
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表12 年齢別・男女別死亡率， 1974-78年
(官。)

年齢階級 i
男 子 女 子 J口、 計

1974-75 1976 1977-78 1974-75 1976 1977-78 1974-75 1976 1977-78 

。 141. 2 128.4 109.9 123.0 137.9 97.9 132.5 133.6 104.0 
1-4 33. 2 32.6 23.4 35.9 37. 2 22. 1 34.6 34.6 22.8 

5-14 4.8 5.2 4. 7 5.6 6.1 5.2 5.2 5.6 4.9 

15-24 5.0 6.0 4.4 7.9 6.0 4.3 6.4 6.0 4.3 

25-34 4.7 7.3 6.0 7.7 10. 7 6.5 6.2 9.1 6.2 

35-44 6. 7 8.0 11. 9 12.6 14.8 10.2 9.6 12.4 11. 0 

45-54 11. 4 20. 9 20.3 17.6 16.8 16.6 14.4 18. 9 18.4 

55-64 36.2 45. 1 33.0 38.2 48.1 39.2 37. 1 45.6 36.0 

65-74 67.6 76.3 87.8 71. 8 76.5 71. 5 69.6 76.4 79.6 

75+ 129.0 192.8 145.7 169.9 139. 7 129.0 150.0 165.9 136.8 

全年齢 18.6 21. 5 17.9 20.4 22.8 16.2 19.5 22.2 17. 1 

出所)表31C同じ。

めIC，ζのような結果となっていると考えられる。

(2) 出生率

出生率もまた死亡率と同様IC高い水準を示している。表13は1952年以降の普通出生率の変

化を示したものである。出生率の低下速度はきわめてゆるやかであり， 1970年代までほぼ

40%。を超える高率で推移している。すでIC述べたように，普通死亡率は疫病対策の効果もあ

って改善傾向がみられるが，出生率のそれは遥く，その差が高い人口増加率となっている。

表14は年蹴glJ結婚出生率および合計結婚出生率の時系列変化を示したものである。ネパー

ノレICおいては普通婚が一般的であり，年齢glJ出生率と結婚出生率の値は近似していると考え

られる。 3時点ともに高い出生率が示されている。年齢別にみると20歳代から30歳代にかけ

ての広範な出生率のピークが観察される。合計出生率の低下傾向を読み取る ζとは不可能で

あるが，今後の出生率低下IC期待できるのは30歳代後半において出生率の低下傾向がみられ

るζ とである。 Eれは乳児死亡率が若干改善された結果ではないかと考えられる。

出生力水準についても地域格差がある。表15は地理区分別ICみた年齢別出生率，合計出生率，

普通出生率の比較である。地理区分別にみると合計出生率ICついてもっとも高い地域は丘陵部
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表13 普通出生率の変化， 1951-1981年(推計値)

年 次 普通出生率(百。) 出 所

1951-61 48.0 U.S. Dept. of Commerce (1979) 

1961 47.0 Krotki and Thak山(1971)

1961-66 44.6 U .8. Dept. o[ Commerce (1979) 

1966-71 43.4 U .8. Dept. 01 Cnr町田rce(1979) 

1971 42.8 Karki， Y.B. (1984) 

1974-75 44. 7 C.B.8. (1982) 

1976 46.8 C.B.8. (1982) 

1977-78 42.6 C.B.S. (1982) 

1981 44.9 Karki. Y.B. (1984) 

1981 44.0 C.B.S. (1985) 

出所)表31ζ同じ。

表14 年齢別結婚出議率(既婚女子1，000人当り)および合計結婚出生率 1976-84 

年齢階級 1976 1981 1984 

15-19 138 150 2日4

20-24 306 271 385 

25-29 314 260 3日2

3日 34 261 202 236 

35-39 226 169 161 

40-44 93 73 84 

45-49 33 48 27 

合計結婚出生率 6，855 5，865 6，86日

出所)表31C同じ。

であり，山岳部とタライ地区はほぼ同じ水準である。普通出生率ICついても推計が行われて

おり，表151Cはプラス法ICよる推計値とトラッセノレ法による推計値か示されている。両者の推

計結果は若干異なっているが，丘陵部，タライ地区，山岳部の頗!と低い出生率が示されてい

る。年齢別出生率でみた場合，タライ地区ICおいて顕著なのは低年齢層(15-19歳)におけ

る出生率がほかの地域と比較して高いζ とである。 10歳以上の女子Iζ関して平均初婚年齢を
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みると， 1981年センサス ICおいては山岳部は18.5歳，丘陵部は18.0歳，タライ地区は15.8歳

であり，タライ地区の結婚年齢がもっとも低いJ}したがって，タライ地区の場合，低い結婚
年齢が低年蹴層における高出生率の一因となっていると考えられる。

才、パールの出生率について地峡格差がある乙とは事実であるが，いずれの地域においても

普通出生率は40%0を超えており，また合計出生率も6.0を上回るか，ほぼそれIC近い値を示し

ており，非常IC高い出生力水準を示している。 ζの高い出生力の原因の Iっとして，すでIC

述べた高い乳児死亡率を挙げるζとができる。表161よ， 15-49歳の再生産年齢期間ICある女

子の年齢~IJ平均出生児数，および平均生存子供数を示したものである。再生産年輪後期の45

-49歳についてみると，既往出生児数は5.93人であるICもかかわらず，生存子供数は4.25人

ICすぎない。死亡割合は28.3形ICも達するζ とになる。すなわち，ネパーノレで、は希望する子

供数を確保するためICは，高い乳児死亡率を補完するため，高年齢ICおいても出産行動が継

続しており， ζの乙とが出生カを高めていると考えられる。

高出生力のもう 1つの原因としては男児選好が強いζ とを挙げる乙とができる。 1981年IC

ネパーJレで行われた家族計画普及IC関する標本調査の結果ICよれば， 67%の女子が子供IC対

する役選好を持っており，そのうち89%は男児を希望している?追加希議子供数をみると，

ζのζ とはさらに顕著である。表17は子供数別IC，さらに生存男児数別IC追加を希望する子

供数を示したものである。すでIC4人以上の子供をもっ母親IC，さらに希望する子供数ICつ

いて質問したととろ 4人とも男児の場合は追加的IC希望する子供数は0.09人ICすぎないの

に対L，男児が1人もいない場合の追加希望子供数は平均1.2人と多く人でも男児がほし

いという綴裂がうかがわれる。ネパールでは資産継承者が男子であるζ と，宗教的儀礼の多

表15 地理区分別，年齢~IJ出生率，合計出生率，標準化普通出生率， 1981年

年齢別出生率{百。〉

年齢階級 (プラス推計法) (トラッセル推計法)

山岳部丘陵部タ プ イ 山信部丘陵部タ フ イ

15-19 0.0553 0.0703 0.1108 0.0544 0.0689 O. 1092 

20-24 O. 1931 0.2193 0.2348 O. 1898 0.215日 0.2315 
25-29 0.2468 0.2585 0.2476 0.2426 0.2535 0.2441 
30-34 0.2395 0.2452 0.2141 0.2355 0.2405 O. 2111 

35-39 0.2037 0.2057 0.1725 0.2002 0.2018 0.1701 

40-44 O. 1462 0.1410 O. 1181 0.1437 O. 1383 0.1165 
45-49 0.0921 0.0901 0.0780 0.0906 0.0884 0.0769 
合計出生率 5.8838 6.1509 5.8795 5.7836 6.0323 5.7974 
普通出生率〈出。) 40.39 42.78 41. 97 39.71 41. 96 41. 38 

出所〉表11乙同じ。
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表16 年齢別平均既往出生児教，平均生存子供数，平均死亡子供数(1981年)

年齢 平均既往出生児数 平均生存子供数 平均死亡子供数

15-19 0.39 O. 34 0.05 

20-24 1. 54 1. 20 0.34 

25-29 2. 79 2. 28 0.51 

30-34 4.02 3. 16 0.86 

35-39 4.66 3. 58 1.08 

40-44 5.51 4.06 1. 45 

45-49 5.93 4. 25 1.68 

出所)His Majesty's Government of Nepal. Nepα1 Contraceptive 

Preualence Suruey Report 1981. 1983 

表17 生存子供数別，追加希望子供数.1981年
(人〉

生存子供数 生存男児数 平均追加希望子供数

。 。 3. 18 

。 2.23 
1. 98 

合計 2.08 

2 。 1. 61 
1. 04 

2 1. 02 

合計 1. 16 

3 。 1. 61 
l 0.69 
2 0.47 
3 0.60 

ぷ口泊、 舌ロjレ 0.64 

4 + 。 1.18 
0.33 

2 O. 17 
3 0.13 
4+ 。日9
合計 O. 20 

合計 1. 33 

(注)対象人口15-49歳
(出所〉表151C伺じ。
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くが男子ICより行われるζ と，農業主体の産業である乙とから労働力として男子が必婆とさ

れるζ と，老後の保障等が，強い男児選考をもたらす原因となっている。

(注)

1) His Majesty色Gov.of Nepal. Inter Censαlσwnges 0/ Some Key Census V，αrtαbles 
Nepal 1952/54"-81， 1985 

2) His Majesty's Gov. of Nepal. Nepal Contrαceptil!e Pre叩 lenceSurve'y Report 1981， 

1983白 67ベジ。
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第4章 保健医療の概況

1 人口動態統計

出生状況および各種疾患や死亡状況，死因を知る乙とは，国民の健康状態を把短L，予紡

対策を立てる上で重要である。今回の調査で得られた資料をもとIC現状ICついて検討した。

( 1) 籾出生率

人口1，000対でみると，全国レベル(表けでは， 1961年と比較しわずかに低下したのみで

あるが地域差が見られる(表2)01981年の日本は13.0，1988年は10.8で，ネパールはまだかな

り高値を示している。

(2) 粉死亡率

人口1，∞0対で示す。全展レベル(表3)では近年大きく改善しているが，地域差が大きく

(表4)1. 5倍の差がある。 1961年の日本の死亡率は7.4，以後年々減少し1988年では6.5で

ある。ネパールの14.851;1:，日本の1947(相和22)年頃の値IC近い。

(3) 性・年齢階級別訂正死亡率 (1977178)

やや古い資料であるが，参考ICとりあげた(表5)。死亡率が最低となるのは15-24歳であ

るが，日本では10-14歳であるζとからみると，やや高齢個I]lCある。
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表1 組出生率年次推移 表2 開発地区別組出生率

年 $ 地区 1987年

1961 42.1 東 商t 43. 46 

1971 42.4 中央部 39.60 

1976 43.61 西 部 40.30 

1981 39. 7 中西部 40.04 

1987 41. 56 極西部 38.59 

表3 総死亡率年次推移 表4 開発地区別粗死亡率

年 死亡率 地区 1981年の率

1952-1961 30-37 東 部 12.63 

1961 22-27 中央部 13.96 

1971 22.0 西 部 15.36 

1976 22.2 中頭部 18.84 

1987 14.85 極西都 18.10 

表5 性・年齢階級~I)訂正死亡率/人口 1.000人
0977/78年)

年齢階級 男 再性

I歳未満 109.9 97.9 104.0 

1-4 23.4 22. I 22.8 

5-14 4.7 5.2 4.9 

15-24 4.4 4.3 4.3 

25-34 6.0 6.5 6.2 

35-44 11. 9 10.2 11. 0 

45-54 20.3 16.6 18.4 

55 臼 33.0 39.2 36.0 

65-74 87.8 71. 5 79.6 

75以上 145.7 129.0 136.8 

E十 17.9 16.2 17. I 

出所)表1-5まで資料1
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(4) 都市・農村別訂正死亡率 (1977178)

農村部が都市部より l歳未満では1.6倍， 1-4歳では2.31音， 5 -14歳では2.1倍高い(表

6 )。

表6 都市および農村別訂正死亡率
(1977/78) 

部 市 西日 農 村 部

l歳未満 67. 2 105.1 

1-4 Il.l 25.5 

5 -14 2.6 5. 4 

出所)資料1

(5) 乳児死亡率

乳児死亡は母子保健対策上，また地域の衛生状態の良否を判定する上できわめて重要な指

標である。資料の信想伎に若干問題があるが，今回得られた資料でみると(表7)， 近年改

善の方向にある。また地威差があり(表8)，人穏~IJ (表9)ICは BrahminとTamangの間

で2.9倍もの差がある。いっぽう都市と農村を1977/78と1983年とで比較すると，むしろ悪化

している(表10)。しかし山岳部，丘後部およびTeraiでは，大きな改善が認められる。参

考までに臼本の昭和10年の乳児死亡率が106.7，1983年は6.2である。

表7 乳児死亡事の年次推移

年 率(出生1，000対)

男 女 両性

1954 260 250 

1965/66 152 

1971 172 

1976 128 138 134 

1978 147 142 144 

1931 136 III 117 

1986 106.5 

1987 105.3 

出所}資料1
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表8 開発地区別乳児死亡率 表g 人種別乳児死亡率

地区 1987年 人種目IJ 1983年の率

東 部 130 Newar 153 

中央部 137 Brahmin 102 

現 自再 147 Chhetri 120 

中西部 175 Tamang 300 

極西部 165 計 139 

表10 都市・箆村・山岳別乳児死亡事

981 1983or1984 

男 i女 i調性| 労|女|両性| 男 [T:[ iffii性 両性
都市部 72.860.8 67.2 78 (1983) 

農村部 111.1 99.9 105.1 111 (1983) 

山岳部 198 190 183 186 107 (1984) 

丘陵部 143 166 161 163 99 (1984) 

Terai 165 125 119 122 116 (1983) 

計 175 168 171 109.9 97.9 104.0 147 142 144 108 (1983) 

出所)表8-101ま資料l

(6) 妊産婦死亡

ネパール全体の資料は得られなかったが. 1986年ICDr. Mrs. Dibya S. Mallaが，カト

7 ンズの MaternityHospitallC入院した50.807例の妊婦の集計(1979年4月-1985年 4月

までの隠)を行い. 42.845人の出産と81伊jの妊産婦死亡(出生1.000対)について分析してい

る。妊産婦死亡率は年ICよりパラついている(表ll)。

妊産婦死亡数

妊産婦死亡率

出所)資料2

表11 妊産婦死亡数(皐}

計

81 

1. 89 

妊産婦死亡数を年齢~IJICみると. 20-24歳でもっとも高く (29.63%). 次いで30-34歳
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(19.75%)， 25-29および35-39歳(各18.52~百)， 40-44歳(8.64%)，15-19歳 (4.94%)

となっている。分娩場所は， Maternity Hospital (MH)(76.5%λ 自宅(22.22%)，Health 

Center (1. 23%)であった。また介助者は，医銅 (48.15%)，親類や友人 (20.99%)，看護

婦 (27.16%)，医師助手 (2.47%入ヘルスワ カ (j.2396)となっている。

妊娠回数を81人1<:ついてみると，平均4.3屈であるが， 40-44歳で10隠l以上が5人(最高12

個 I人)， 35-39歳で8的以上が4人， 30-34歳で11回以上が l人というよう 1<:多産がみられ

る。

また分娩場所1<:関係なく， MHへ担ぎ込まれてから死亡するまでの時間(日数〉をみると，

55.55労(;t24時間以内1<:死亡しているが 2時間以内 (22.2~百)， 5 -8時間が07.28%)で

あった。一方， 41. 97必が1日以上である。そのうち16.05%は， 1 -2日以内であった。

人種別:cは， Newar (40.7%)， Chhetry (22.2%)， Tamang (11. 1必)， Brahmin (8.6 

弱)， Rai (j.29百)，その他(16.0%)と人種的な差も大きい。

171 生産・死産・周産期死亡(率)

161と向 資料である。死産率は少し減少傾向にある。日本の死産率(昭和62年)21. 2と比

較して高い。早期新生児死亡率(生後76未満)は，日本(昭和62年)2.31<:比較し10倍も高く，

周産期死亡率も日本の7.7倍と高い。ただし，最近減少傾向は認められる(表12)。

表12 生産・死産・周産期死亡{率}

生産数[死産偶|早期新生児死亡網|出生後死亡|周産期死亡率

1919/80 5.8同8 191 (31. 6) 204 (34.9) 395 65.4 

198日/81 6.321 225(34.4) 110 (26.9) 395 60.3 

1981/82 6.952 191 (26. 1) 204 (29.3) 395 55.3 

1982/83 1，048 266(36.4) 120 (11.0) 386 52.8 

1983/84 7，633 222 (28.3) 149 (19.5) 311 41. 2 

1984/日5 9，043 240(25.9) 169 (18.7) 409 44. 1 

計 42.845 1，335(30.2) 1. 016 (23.1) 2，351 53.2 

出所)資料2

(81 平均寿命

男女とも1<:年々着実1<:延びている(表13)。また地域gl]l<:は，中央部 (54.40)がもっとも高

く，中西部 (46.29)がもっとも低い。さら1<:都市部が57.9-58.2(1982年)1<:対して，農村
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部は51.1-51. 4 (1983年)，山岳部が51.8-52.4(1984年入丘陵部は53.4-53.8(1984年)，

Teraiは50.2-50.3(1983年)と地域特性がみられる。ただし，先進国のほとんどは，男性

より女性の方が長寿11:対して，ネパールで‘は男性の方が長いという特徴がある。

表13 平均寿命

1961-71 1988 

男性 37.08 46.28 60.88 54.38 

女性 36.66 44.29 48. 10 51. 60 

計 36.87 45.31 49.53 53.02 

t住所)資料 l

2 権患および死因統計

川十大死因

ネパール全体の資料はないが，東部地区の十大死厨ICついて資料を検討した。病院ICよる

差，診断技術，治療レベル等多くの因子が入るため， ζの死因からネパーJレ全体を普遍化す

るζ とはできない〈表14)。また他の地域では死因IC偏りがみられる。たとえば，結核は東部，

表14 東部における十大死因

頗位 1983/84 % 1985/86 F￥ 

i 悪性新生物 22.2 神経系，感覚器疾患 11. 6 

2 精神障害 22. 2 内分泌，栄養代謝，免疫疾患 10.8 

3 内分泌，栄養代謝，免疫疾患 11. 7 循環器系疾患 5.9 

4 神経，感覚器疾患 10.5 呼吸器系疾患 4.4 

5 循環器系疾患 9.6 病的状態 4.2 

6 感染症，寄生虫疾患 7.9 感染症，寄生虫疾患 3.8 

7 1M液，造血器疾患 6.0 消化器系疾患 2. 7 

自呼吸器系疾患 4.1 傷害，中毒 2.5 

9 傷害，中毒 3.8 泌尿器系疾患 1.6 

10 病的状態 2.7 泉佐新生物 3.8 

出所〉資料 1
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中央部では10位以内11:入っていないが，丙部，中西部，極西部で1;110位以内11:入る。悪性新

生物は，東部でのみ10位以内であった。

(2) 妊産婦死亡と十大死因

Maternal Hospital 81例の死因を表1511:示した。直接産科的死亡は1.73 (74/81例)11:対し

て，間接産化的死亡1;10.16 (7/81例)であった。

表15 妊産婦死亡の十大死因

I位 産梼大感染 117.351') 

2位 分娩後異常出血 (13.6%) 

3位 その他の分娩直後異常出血(13.6%)

4位 子かん ( 7.4姥〉

5位 貧血 ( 6.2，百〉

6位 その他の分娩前出血 ( 6.2%) 

6位 詳細不明の分娩前出血 ( 6.2%) 

6位 分娩中及び後の子宮破裂 ( 6.2%) 

9位 羊水塞栓 ( 4.9%) 

9位 選延分娩 ( 4.9%) 

出所)資料2

(3) 擢息状況は大疾患)

集計対象地域が異なるため同一レベノレでの比較は函難であるが，ネパールの一面をみるζ

とはできょう(表16)。

(4) その他の感染症

① 力トマンズ感染症病院 (1987)の状況

6，644人の患者中，胃腸炎がもっとも多く (64.3%)，次いで伝染性肝炎 (7.1箔)，綴チフ

ス (4.8%)であった。そのうち135例の死亡があり，第 1位は伝染性肝炎(41.5%)，髄膜炎

04.8%)，胃腸炎 (10.4郊)，腸チフス (5.2%)の阪であった。
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表16 擢息状況 (8大疾患)

順位 1984/85 ① % 1985/86 @ % 

1 正常分娩 32. 5 正常分娩 24.0 

2 呼吸器系のその他の疾患 11. 0 呼吸器系のその他の疾患 11. 4 

3 病的状態 8.9 直接康科的疾患 9.9 

4 直接産科的疾患 8.1 病的状態 9.1 

5 胃腸炎 6.1 消化器系の他部の疲患 9.1 

6 消化器系白{山部の疾患 5.8 皮膚・皮下組織の疾患 4. 7 

7 中絶 4.0 中絶 4.6 

8 肺結核 4.0 尿路系疾患 3.9 

①は東部9病院54，216人の集計割合ゅは東部，中央部，中西~極西部の

32病院6，009人の集計割合

出所)資料 i

@結核

結核は発展途上国IC共通の重大な疾患である。新患者は年々増加しているICもかかわらず，

治療が追いつかない。また地域差が著明で，予防対策を立てる上で課題は多い(表17)。

表17 開発地区別，地形見i結核患者の状況

1982年 1984年 1987年

新患|治療中 新患i治療中 新患!治療中
関 東部 171 5， 703 1，216 3，945 1， 829 3， 436 

発 中央部 130 3，561 956 3，199 1，428 3，786 

地 西部 310 3，111 315 2，332 365 1，299 

区 中西部 325 576 331 780 お4 1，180 

ZIJ 領自部 70 70 201 634 2鴎 825 

合計 1，006 13目。21 3，019 10， 690 4， 264 10，526 
地 山岳部 130 412 110 274 167 469 

理 丘陵部 327 6，359 478 4，985 1，048 2，156 

日11ITerai 549 6，250 2，431 5，431 3，049 7，901 

出所)資料 l
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@痴

結核と並んで重大な疾患である。 1983年発見数3，960人であったが，年々2.2-2.5郊の1*!1で

培加する傾向があり， 1987年6，300人となった。 1987年までの総数は122，901人となっている。

とくに，東部，中央部だけで発見伊lの62-68泌を占めている。

@ 日本脳炎

1978-87年まで11:4，395伊!の報告があり， 1，383人が死亡している。 5-14歳11:もっとも擢

患率が高い。

⑤流行性脳脊髄膜炎

1985/86年11:289伊j中38例の死亡，1986/87年11:164例中29例の死亡が報告されている。

@蛇岐

1984年 Teraiの病院で2，489例の蛇攻傷害があり， 116人の死亡 (4.7弱)があった。乙の地

域対象人口10万人当たり70名が唆傷を受けている。

① 力ラアザール{黒熱病)

例数は少ないが1986年1042伊1]， 1987年107例が報告されている。

③麻疹

7地域で0-5歳の子供6，029人中429例 (7.1 %)か報告されている (]985年)。

3 保健・医療について

(1) 医療関係者

年々増加はしているが(表18)，絶対数の不足は明らかであるばかりか地域格差も大きい。

医師l人当たりの人口数でみると中央部は11，635人11:対して東部44，691人，両部39，333人，

中西部60，105人，極酋部39，590人と中央llflと中西部で 5-2 fi告の開きがある。 2000年まで11:

医師数を2，400人とする計画を立てている。
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表18 医謀関係者数の年次推移

1985年 19鴎年

医師数 698 710 863 879 

医師l人当り人口数 23，907 24， 128 20，344 20，471 

助産婦/看護婦 2，109 2，223 2，319 2， 763 

Kaviraj 164 164 197 197 

Baidya 124 124 124 124 

Health Aids 795 795 795 795 

Vil1age Health Worker 3，345 6，472 7，011 12，314 

PBHIV 2，598 2，598 2，548 2，648 

dt 9，831 13，086 13，957 19目720

出所)資料l

12) 医療機関数

病院は年々少しずつ増加しているが， Health Center は減少傾向1<:ある。その他も少しず

つ増加している(表19)。

表19 医療機関数の年次推移

1983年 1988年

病院数 77 自0 89 91 92 96 

Health center 26 26 20 20 20 18 

Health post 744 744 745 814 814 816 

Ayurred U nits 125 125 135 145 145 155 

病床数 3，058 3，522 3，769 3，842 3，842 4，153 

出所)資料1

13) 資自について

1979年の誠査で全盲者は117，623人，片限盲目者は233，612人と推定されている。そのうち

全盲者の10，7第，片限吉田者の34，2%は，水痘， トラコーマ， f也の感染症，事故，栄養失調

1<:よる。
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(4) 予防接穣実施状況

生後11カ月までの乳児IC対して，1980/81より1987188(破傷風と麻疹は1981/82より)までの

実施状況をみると， BCGは32%から1005百IC，DPT(γ7テリア，百日咳，破傷風)は16%

より68%IC，ポリオは 19百から67%，破傷風は9弱から30%，麻疹は 2%から659岩まで実施

率が増加している。

いっぽう，予妨接種事故 (982/83)は，ジアテリアは人口10万対14.5，破傷風は5.9，ポリ

オは17.2(ただしポリオは 0-4歳児では1，000対O日6)であった。

(5)上下水道の供給率

1985年では，上水は都市部で70.4%，農村部で24.7%(計28.3銘)と都市と農村の格差が

大きい。

いっぽう，下水普及率は，都市部で17.2%，農村部で0.2%(計1.79百)となり，進んでい

ない。国は西暦2000年までに，上水は都市で1009百，農村でも909弘下水も都市で100%，農

村でも34.8%を呂指している。

まとめ

今回収集した資料は， 1985年の調査時IC収集した資料よりも部分的によく整理されて来て

いるζ とを感じたが，ネパール全体をとらえるにはまだ不備な点が多い。

出生率は相変わらず高く，変化がないのに対して，死亡率の減少が著明IC認められる。し

かし組死亡率，乳児死亡率ともIC地域格差が大きいし，死因ICついては診断基準が疑われる

ものもある。病理学的診断を望めないであろうからやむを得ないが，一般環境衛生の向上，

栄養の改善が少しずつ進んでいるようIC思える。

妊産婦死亡ICついては，病続での集計しか得られていないが，かなり高率である。また死

因をみても感染と出血，さらに子痢が多いζ とから，今後の母性保健対策を強力IC進める必

要がある。妊娠の届出，定期検診の制度化ICよる管理が望まれる。病院に入院できた例でζ

の程度なので，入院できない自宅分娩ではもっと危険な状態が予想される。

いっぽう，感染症擢患状況の中て，結核，織は重要な疾患である。とくIC結核の早期発見，早

期診断，早期治療，予防，リハビリテーション等，一連の結核の予防と管理体制jの確立が望まれる。
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また吉宮の発生数が高く，しかも感染症に起因するものが多い乙とから，小児感染症IC対

する予妨接種の普及とともに一般感染症の予防対策も言重要である。

医療関係者，医療機関の絶対数の不足は否めない。また一般環境衛生については，上水道

の普及，とく IC消毒した飲料水の確保と給水区域の拡大が感染症予防IC重姿である。

重喜考資料

1. Country Health Profile Hepal Policy. Planning. Monitoring & Supervision !)ivision 
Nepal. June 1988. 

2. Dibya S. Ma11a : Study on causes of maternal death in Nepal~ Research Vindings 

-1986. 6. Kathmaudu. 
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第5章 現地調査報告

1 関係機関の活動状況

不パ ルの人口，医療および衛生問題は，現在，きわめて深刻な状況下11:ある。それは前

章までの各章において分析され，指摘されてきたと ζろである。それらはたとえば乳児死亡

率がきわめて高く，日本の昭和10年頃の水準11:あり，また.いまだ11:人口爆発状態が続き

(人口増加率2.66%入さら11:社会経済の前近代性などである。との状況を少しでも阜く改善

するため11:は，やはりネパール政府各機関の真剣な努力が必要とされる。そ乙で今@]調査で

訪問したいくつかの主婆関係機関の活動状況を簡単11:紹介しておζ う。

(1 ) 人口委員会 National Commission of Population 

人口委員会NCPは，ネパ Jレ政府11:おける人口政策IL関する最高の政策立案および政策

謁整機関である。 NCPは首相を委員長と l，計画委員会NPC，国会(RashtriyaPanch 

ayatl，および人口問題11:関係する省庁および非政府機関，ソーシャノレ・ワーカーの各代表

から構成される。事務局は常勤の副委員長 l人，事務局長1人および各分野の専門家からな

る事務局員11:よって構成される。

人口委員会は上記の業務を遂行するため，人口問題11:関する各種の調室研究を行うととも

11:，政策実施のための情報提供や教育広報活動を行っている。訪問時には人口構造の多角的

な分析研究，マイクロ・コンピュータによる解析作業などが実施されており，資料室も整備

され，各種出版活動も水準の高いものになっていた。
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(2) 淳生省 Ministry of Health 

ネパールの厚生省は，保健，衛生，医療，人口，家族計画などを所管する行政機関である。

中央から地方への行政級織は，本省一県C!4県， Zone)ー郡 (75郡， District) 市パ

ンチャヤットおよび農村区(各都9農村区， I1aka)の各段階11':事務所を置くo医療機関は，

樹発地方病鋭 CRegionalHospitaIlー県病院 (ZonalHospital)ー郡病院 (District

HospitaIl ヘルス・ポスト CHeaIthPost)の段階的構成となっている。また，末端組織

として.農村区 CIIaka)のヘルス・ポストの下11':，各村パンチャヤットlζ村ヘルス・ワーカ

ー (ViIlageHealth Workerlが置かれ，さらに村パンチャヤットの中の各集落 (Ward)l1':

コミュニティー・へJレス・ボランティア (CommunityHeaIth Voluntrer)が鐘かれている。

ただ，家族計屈については各集itlζ婦人ヘルス・ボランティア (FemaleHealth Volunteer) 

が鐙かれ，女性11':対するきめ細かい対策がとれるよう工夫されている。

しかし，上記の各組織は全国的11':すべてが完成しているわけではない。たとえば，婦人ヘ

ルス・ボランティ 7はカ月当たりIC日Jレピのわずかな手当が出るが，全国75郡のうち28

郡でしか実織されていない。厚生省の行政組織も中央段階ではいちおうの組織が整えられた

が，地方レベルでは予算面および人材耐における制約が大きく，総織整備が遅れている。

(3) パクタブール病院 Bhaktapure Hospital 

同病院は厚生省病院部の下部機関で，郡病続の lつである。パクタプーJレ市パンチャヤッ

ト病続も兼ねている。現在，医療全般と歯科を持っており，ベッド数は50有る。人員は医師

9人，正看護婦10人，準看護婦10人，その他のスタ y713人の計42人である。主要医療機器

はレントゲン設備があるのみで，機器不足11':悩んでいる。乙のため，重病人はカト 7 ンズの

ピーラ病院 (BiraHospitaIlへ直行させる。外来患者は 18約100人あり，そのうち直接来

るものが日0%，ヘルス・ポストから送られて来るものが10%，ローカル・プラクティショナ

ーから送られて来るものが10%の割合である。もっとも多い病気は下痢と寄生虫疾患である。

病院は3交替市iJ(8-14時， 14-20時， 20-8待)であるが，人口増加にともなう患者増

加が著しく，人員不足，施設不足，機器材不足，薬品不足のどれもが深刻な状態にある。我

々の現地調査ILおいても，院内の数カ所の廊下11':，多くの婦人や子供の患者がマットを敷い

た上11':横たわり，点滴を受けている光畏が克られた。また，ネパール11':おける国際的11':も異

例な女性死亡率の高さは，異常分娩や産後疾患による死亡の高さも影響しているとの説明で

あった。
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(41 上下水道公社 Water Supply and Sewerage Corporation 

同公社は1984年IC設立されたもので，前身は1973年1<:設立された上下水道委員会 (Water

Supply and Sewerage Board)である。公社の任務は都市部の上下水道の整備にあり，現在，

力トマンズ盆地内と他の11の都市を管轄している。公社からの総受水者は985，000人で，上水

道総延長750回，下水道総延長170km，公共水道栓2，021カ所などとなっている。

カトマンズ盆地内(カトマンス郡， ラワトゥプーノレ郡，およびパクタプール郡の 3郡)1ζ 

おける生活用水は表流水，自然、湧水および地 F水が利用されているが，上 F水道公社は 100

MLDの水を供給して，約53万人が利用している。水源は何)1150%，地下水50%となってい

る。しかし，給水量の約5096が漏水および無駄使用となっており，効率性1<:問題がある。ま

た，カトマンズの人口は年率4.5%の高さで増加しており，水資源不足が問題となっている。

水質1<:ついては，地下水の鉄分含有量およびアンモニア含有量の事さが問題である。現在，

漏水紡止と主主地外水資源の開発1<:努めており，とく ICメラムチ河水資源開発プロ γェクトを

推進中である。

(51 計画委員会 National Planning Commission 

計画委員会はネパールの社会経済開発計碩の立案と政策認撃を行っている。現在第7次開

発計画(1985-90年)が実織されており，産業振興とインフラ整備に力を入れている。また，

第7次計画は， 1984/85年度1<:定められた国民の“ベーシヅク・ニーズ"(食料，住居，健康，

教育，衣類，および安全)の充足 (2000年までIL)1<:向けて政策を進めている。 1988年の経

済成長率は実質5%成長を達成する乙とができた。 1990年7月から第8次5カ年計闘がスタ

ー卜するが，人口増加率は年率1.9?61c抑える目標を立てている。

(61 住民異動登録官事務所 Registrar 's Office 

住民異動登録宮事務所は1976年異動登録法 (VitalRegistration Act 1976) ICよって1担:

された機関で，内務省 (Ministryof Home Affairs) 1<:所属する。異動登録とは，国民の

出生から死亡までの全生涯において，市民の地位の変更も含めて，出生，死亡，給児死亡，

婚姻，離婚，養子，認知，取消しおよび別居などIC関する事項の登録をいう。しかし，ネパ

ノレICは現在まで住民登録制度が無く，大きな制度的不備をかかえている。住民登録と異動

登録とは密接不可分の関係にあるからである。

しかし.異動登録制度は1977年ICまず10力郡で実施される乙とになり，現在，全額75郡の

内40郡で実施されるまでICなった。各郡1<:は郡長 (ChiefDistrict Officer) IL所属する係が
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箇かれており 2人の係官ICよって市パンチャヤットと村パンチャヤットの記録の集計がな

され，中央事務所IC送られる仕組みICなっている。村パンチャヤット事務局長は異動登録IC

関して責任を持ち，市パンチャヤット ICは地域登録官として l人の係員が置かれている。

実際の業務の実施状況はきわめて不十分で，報告状況も悪く，各記録も統計約分析がなさ

れるわけではない。異動受録制度が十分IC機能しない大きな理由は，現在，異動登録音E明書

が住民の経済活動IC何ら関係していない己とがもっとも大きな理由と思われる。さらIC，行

政組織的にも異動登録官事務所が内務省の管轄下にあるのIC対して，村パンチャヤット事務

局長および市パンチャヤット地域登録官はパンチャヤットおよび地域協発省 (Ministryof 

Panchayat & Local Developmentlの管轄下にあったり，人員不足や事務所施設の未整備

なども大きな原因である。その上， 1977年IC実施されたときは，国連人口基金(UNFPAlか

ら援助を受けるととができたが 5年間で資金援助が中止され，その後は政府予算のみとな

ったζ とICよって活動が大幅IC制限されている。

医民の把握は近代国家としてもっとも基本的な問題で、あるICもかかわらず，住民登録制度

がいまだに無い乙とは国家として大きな制度的欠陥がある。 ζのため，人口の基本的な動態

統計も得られないままである。行政組織の近代化在国民lζ関する正確な情報を整備する ζ と

ICよって，より効率的な国家建設を行う必要がある。

2 調査対象地区

(1) ラムコット村

①概況

今図の調査地区の 1つであるラムコット村は，ネパーノレの行政区分からいうと中央開発地

区，ノてグマティゾーン，カトマンズ割引ζ属するビレッ γ ・ノマンチャヤットである。カトマン

ズ郡は，ネパ ノレ最大の都市であるカトマンズ・タウンパンチャヤヅト，および62のピレッ

ジパンチャヤット ICより構成されている。ラムコットもζれらのピレッジ・パンチャヤット

の lつである。

カトマンズ盆地は，ネパ ノレの地理区分からいうと，丘陵部IC位遣している。カトマンズ

盆地中心部の標高は1，200-1，400メートルであり，気候区分からみると冷温帯IC属している。
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ラムコットは盆地の両側斜面IC添って東西IC広がる形状をしているため，その標高li力トマ

ンズ盆地中心部より若干高くなっている。さらICラムコットを構成する 9つのワ ド(区)

間11:も標高差がある。

地理的ICはカトマンズ首都匿IC近く， ラムコット村からパス便のあるリンク・ロードまで，

各区の位置によって異なるが，徒歩でほぼ30分から 1時間，さらICカトマンズ市の中央部ま

ではパスで30分程度の距離ICある。したがって，カトマンスe中心部への通勤も比較的便利て、

ある。また， ζの地理的条件ICよりラムコット村は農産物市場および雇用機会が近隣ICある

という利点を持っている。

ラムコッ卜村の主な産業は農業であり，就業人口の大半は農業IC従事している。農業以外

は公務員.民間のサーピス業，その他の雇用労働である。労働者としては，農業労働者とし

て働く一方，首都カトマ yスeへの交通の便が良い乙ともあり，市内での建設労働者，または

道路敷設作業労働者として働く場合も多い。

農業の形態は地理的条件(標高差と水利〉を反映し，各ワードζ とIC異なっている。ラム

コットのワード区分は図 1IC示す通りである。すでIC各ワード潤IC標高差があるEとを述べ

たが，第 1区，第2区，第3区，第8区，第9区は，高地の斜面部分lζ位置している。乙れ

らのワードIζは，適切な濯渡施設もなく，稲作ICも適していないため，果樹栽培を中心11:行

っている。巣物は主としてカトマンズ市内iζ直接売り犯行かれ，重姿な現金収入源となって

いる。行商を行っている村人からの聴取ICよれば.早朝カトマンズ市内の市場IC行き，果物

を売り，午前中ICは帰宅できる。乙の季節 (8月)の主な果物はナシ回の売り上げはお

よそ130)レピー(調査時 1)レピー~1O円)，そのうち，行商としての取り分は60)レピ との

ζとである。すでIC述べたサービス業の中ICは，カトマンズ近郊であるζとを反映した，乙

のような行商も含まれている。

比較的標高の低い第4区，第5区，第6区，第7区では水田耕作が可能である。夏は米，

冬は小麦を中心とした耕作が行われている。 ζの4つの区のうち，第7区11:1;125年前IC潜i既

設備が導入されている。ほかの3つの区ICついては潜統設備がないため，農業用水は天水IC

綴らざるを得ず，水の供給は耕作上の問題となっている。

主な給水源はワ ドICより異なっている。第 113:，第8区，第9区は標高が高く，パyチ

ャヤット境界都分が森林IC接しているζ とから，森林内の泉を飲料水として利用している。

森林はパンチャヤット IC演しているが，その管理はヰ1央政府ICより行われている。第2区，

第3区は主としてJlIおよび天水を利用している。第4区，第5区は25年前IC給水システムが

導入されたlともかかわらず.そのメインテナンスは悪く，パイプがf員傷したままIC置かれて
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おり， ト分IC機能していない状態である。第6区はワード内の泉を利用している。ラムコッ

ト村の中で給水γステムが機能しているのは第7尽だけであり.給水システムの導入はパン

チャヤット ICとっての大きな課題である。とく IC，河JlIを給水源としているワード住民の場

合，彼らの埋葬習慣が土葬であり，河川付近IC墓が設けられているζ と，また排便等がJlIの

周辺で行われている乙とを考えると，下流の居住地域では上流からの生活排水による河川の

汚染は避けられない。 ζ うした丙iJJlIの汚染は感染症の原隠ともなっており，疫病対策の弱か

らも給水ネットワークの完備が必要とされている。

② 人口および人口動態

ラムコァト・ピレッジパンチャヤットの総人口は7，226人，うち男子人口3，528人，女子人

口3，679人である。総世帯数は994世帯世帯当たりの平均家族数1;17.27人であり，ネパー

ルの全国平均5.8人より高くなっている。

今回の調査では，パンチャヤットを構成する 9つのワードから 4つのワードを抽出L，各

5世帯ずつ合計20世帯ICついてインタビュー調査を行った。各ワード耳11の人口，世喜子数およ

び平均世帯人数は表 llC示す通りである。

表1 ワード別人口および世帯数

(ノ、)

人 口
IR番号

男子 i女子 世帯数 平均世帯人員

2 297 445 106 7.0 
4 464 400 108 8.0 
5 420 280 110 6.4 
7 391 470 124 6.9 

出所)1989年調査時。パンチャヤットの発表ICよる。

議査した20世帯について世帯当たり平均家族数は6.4人であり，調査t世帯のうち，直系

家肢を含む拡大家族は 10世帯，核家族は 10世帯である。母親の年齢~Ilic平均子供数をみると，

35歳以上の場合は4.3人， 30歳以上は3.4人， 30歳未満は2.8人である。

乳幼児死亡に関しては，謁査世帯の半数である10世幕ICおいては合計17人の死亡があった

乙とが回答されている。乳児死亡のうち 1歳未満の死亡数は死産を含めると， 111Cも上って

いる。

今岡，調査したのは20世帯であるが， ζれらの少ないサンプルからも，高い乳幼児死亡率
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のため，子供の生存確率は低く， ζれを械うため11::，高年齢においても高出生力が継続する

という状態が観察される。

ラムコット村の人口動態11::関して，特記すべき ζ とは， 23年間，村長 (PradhanPanch-

ayat)を勤めている PremBahadur Gi口氏11::より，出生，死亡，結婚，離婚，移動11::関す

るすべての村民の人口動態記録が残されている乙とである。 ζの人口動態記録は不パーノレで

出生，死亡11::関する登録制度プロジェクトが施行された11年前から継続して行われている。

出生11::関する申告漏れがあった場合は，小学校入学11::際して出生証明書を提出するととを義

務づけているため，就学年齢11::達したときにチェアクされるζ ととなる。村長11::よれば，ラ

ムコット村の場合，力トマンズで就業および季節労働者として就業する世帯が多く，小学校

を託児所の替わりとして利用するケースが多いため，就学率が高くなっており，したがって

学齢期1<::逮したときに，申告漏れを修正するιとが可能であるとのととであった。

現在，住民登録制度化のためのプロジェクトは，全国75郡のうち40郡で実施されている。

40郡の出生および死亡1<::ついての厨出率は，それぞれ， 25.6%， 11. 6%であり，きわめて低

い。日 ζのような状況の中で，人口動態の記録が長期1<::わたって継続されている ζとは特記11::

価する。今悶，訪問した主主録局 (VitalRegistration Office) 1<::おいても登録率が低いため，

住民登録11::より人口動態統計を得る乙とは難しいと白ζ とであったが， ラムコット村のよう

な事例を推奨する ζ と1<::より，プロジェクトの効果を上げる必要があろう。パンチャヤット

レベルでの記録は，郡事務所，中央登録局を経て内務省へ送られるζ とになっているが，各

レベルにおける集計については，残念ながら行われていないのが実情である。

@ 生活環焼

ラムコット村の主な公共施設は，教育施設として小学校5，中学校 1，医療施設としてヘ

ルス・ポスト (HealthPost)，家族計画・母子保健のプロジェクト支所 1，生協，郵便局，

そのほか11::ジョヤンティ (Joyanti)と呼ばれるユ ス・クラブ(青年団組織)がある。ユ

ース・クラブはパンチャヤット内の援助プログラムのコーディネーション等も行っている。

小学校の総生徒数は888人，中学校は599人である (1989年)。教飾数は小学校が18人，中学

校が14人である。教側は小学校の場合はすべて村内1<::居住している。中学校の場合， 40必は

村外からの通勤である。

ラムコット村が電化されたのはおよそ2年前である。 2-3年前までみられなかったテレ

ビ・ 7'/テナが今回の調査時1<::は非常1<::El立ってきている。調査世帯のうち，ラジオ保有世

帯は13，テレビ保有世帯は3である。ラジオおよびテレピでは医療分野1<::関連するスポァト
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広報を行っており，後述する予防接種や家族計画サービスの重要な情報源となっている。

ラムコット村の生活水準は，過去5年間leおいてやや上昇の傾向をみせている。生活水準

leついては，非常le向上したと答えた世帯2，やや向上した世帯12，戸jじ水準と答えた1せ帯

6であり，全体的に生活水準は向上している傾向がうかがえる。生活水準が向上しているほ

とんどの世帯は兼業農家であり，農業以外の収入があるケースが多い。カトマンズ首都濁IL

近いという地埋的条件から，サービス業を初めとする雇用機会le比較的恵まれているためと

思われる。

@保健医療概況

医療施設としてはすでに述べたようleヘルス・ポストがある。ヘルス・ポストはプライ 7

ワーヘルスケアを中心とする保健所施設である。プライマリ ヘルスケ71e加えて， MCH 

ωlother and Child Health)クリニックが週le1度行われており，母子保健のため，産前

・産後の検診が行われている。しかしながら，分娩le関するサービスは行われていない。ヘ

ルス・ポストのスタッアは 5人<HealthAssistant 1名， Auxiliary Health Worker 2名，

Auxiliary Nurse and Midwife 2名)である。 ζのへJレス・ポストはラムコット以外le6 

つのパンチャヤットle対して保健・医療サービスを行っている。ヘノレス・ポストの診療持問

は10-14持であり日の平均患者数はおよそ30人である。さらle，ヘルス・ポスト責任者

(Health Assistant， Health Post in Charge)の管轄下le家族計画・母子保健の広報活動

および指導leあたる63人のボランティア普及員 (CHV: Community Health Volunteer!が

働いている。乙の制度は今年 0989年)から実施されたもので，家族計画，母子保健le関し

て，女性を対象とした普及活動をその業務の中心としている。普及員はすべて読み書き能力

のある女子によって構成されている。原則として lワ ドleっき i人のCHVが選出されて

いる。 CHVはボランティ 7ではあるが，必要経費として月額100ルビーを支給されている。

ラムコットはパンチャヤ y ト内leヘノレス・ポストがあるものの，その利用率は住民人口le

比して高くはないようである。病気leなったとき，ヘノレス・ポストで治療を受けると回答し

た世帯は 8，病院または開業医が9，ダミ・ジヤンクリとよばれる祈局姉の所へ行くと回答

した世帯は 3である。地理的leは苔者s濁Iζ近いζ とから，医療設備が不十分なヘノレス・ポス

トよりも病院，開業医を比較的容易に利用できる状態にあると思われる。その意味leおいて

は，医療環境としては他地域と比較して恵まれていると考えられる。しかしながら，依然と

して析詩師leみせるという古い慣習も根強く残っているという状況がうかがわれる。

出産le関しては病鋭または開業医の所で出産したケースが6人，自宅分娩が14人である。
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自宅分娩の場合，出産の補助者は姑6人，近所の出産経験者は8人であり，コミュニティー

内で協力L，補助をしているようであるが，医療有資格者の立ち会いは少ないようである。

医レベルと比較すると施設分娩比率は高いよう 11:恩われるが，死産を含めた乳児死亡が11件

あるζ とからみると，出産時の医療環境は必ずしも整ってはいない。

乳児死亡のうち 8件の死因については，不明または診断なしと回答されている。また，幼

児死亡11:関して，その死因は麻疹，咳等の呼吸器系疾患，下痢等の消化器系疾患であり，主

として感染症11:よるものである。

感染症11:は虫が媒介するものがあるが，乙の対策としては害虫の駆除が考えられる。今回，

訪問調査を行った世帯11:おいては，重量気を使った殺虫用マットが使用されていた。ネパーノレ

丘陵部の家屋構造は通常3階建11:なっており 1階が家蕩用 2潜が飼料，穀物倉庫および

寝室 3階は「火jを神重視する宗教上の理由から火を扱う台所となっている。訪問した般

得で使用されていた殺虫用電気マットは人間周ではなく 1階部分の家畜用である。 ζの地

域11:おける家奮の資産としての有用性は高く，人間の健康11:先んじて家畜の管理が行われて

いる様子がうかがえる。

医療体制11:ついては多くの問題点が残されているが，今後の乳幼児死亡の改善11:関して期

待が持てる乙とは，予防接種率が高いととである。 201量帯のうち，子供が予防緩種を受けて

いないと回答したのは 1世帯だけである。予妨接種の情報源は主としてラジオである。また

ヘルス・ポストで配布される広報パンフレットも役立っているようである。就学率が高いζ

と，また保育所の役割Iを果たすチャイ Jレド・デイケアセンタ があるζ とから eれらの施

設を通して予防・保健医療をすすめるとともできると考えられる。 ζれらの活用は今後の課

題であろう。

⑤ 家族計函

世帯~IJの家族計画11:関する調査結果は，表 2 11:示す巡りである。表211:示した20世帯の平

均子供数は男児2.1人，女児1.25人である。家族計画の実施率はきわめて高いようであるが，

平均子供数が示すよう 11:，実施している世帯の平均子供数は多い。家族計画の実行止子供数

との関係をみると，希望子供数を男子1人，女子l人としながらも，子供数が3人から 5人

11:なったとき11:，不妊手術等を受けている。すでに述べたよう 11:乳幼児死亡率が高いため，

生残子供数を希望子供数11:近づけるため11:は出産図数が多くならざる得ないという傾向が読

み取れる。さら11:，男児がいない世帯11:おいては，追加希望子供数として少なくとも i人の

男児を挙げている。したがって， ζのような世帯では実施している家族計街方法も，コンド
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調査世帯の子供数と家族計画の方法表2

家族計酒の情報入手}j法家族計両の方法

新聞/ラジオ

PHC 
PHC 

開業医

FPの訓練

コンドム

F・5

開業医

新聞/ラジオ

新聞/ラジオ

新碕/ラジオ

新路/ラジオ

PHC 

コンドーム

コンドーム

F • S 
コンドーム

F・S
F • S 

新聞/ラジオF • S 

男

なし

男

男

なし

男

男

なし

男

なし

なし

なし

男

なし

なし

男

なL

なし

なし

なし

F • S 

注射

コンドーム

2

2

2

0

2

1

0

3

1

1

0

0

0

2

1

3

2

1

1

1

 

4

2

2

2

3

3

3

2

4

0

3

2

3

1

2

1

2

2

0

1

 

1
2
3
4
5
6
7
8
9
m
H
m
M
U
U
問
団
山
口

m

m

m

新聞/ラジオ

新聞/ラシオ

コンドーム

F • S 

i主)F・5 女子不妊手術

P H C : Primary Health Center 

ムとなっている。

しかしながら，男女とも同じであ子供の性選考として男子をあげた世需は8世帯である。

ると回答した世帯においても希望する子供数は男子2人，女子 l人と回答しており，実質的

ICは強い男児選考がみられる。男子を希望する浬由の主なものは，老後の生活保障としてと

その他ICは宗教上の理由があげられている。いう回答が7であり，

家族計画を実施していない理由は，関経が 4.健康上の理由がし家族計画ICついてまっ

たく知らないためという回答が iであった。ただし，閉経と回答した妻の年齢は I人を除き，

30代前半である。いずれの場合も，子供数は4人以上であり，子供の年齢から出産年齢をみ

ると初産は15歳前後である。それぞれに乳幼児死亡がある ζ とを考えると，実際の出産回数

ネパルの場

49歳までとされている再生産年齢よりも実際の再生産年齢期間は短縮されている
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のではないかと思われる。

家族計画IC関する情報源として注目されるのは新聞・ラジオICよる情報の入手である。情

報源を新聞・ラジオとする世帯主の教育水準をみると，最低でも初等教育を受けている乙と

が示されている。いっぽう，家族計画の知識がないため，家族計雨を実施していないと回答

した世帯主および妻はともIC就学経験がなく，教育水準を媒介とした家族計画ICついての情

報の差がみられる。 ζ うした情報の差を解消するためには，個別訪問による母子保健・家族

計画の普及ICあたっているCHVの今後の活動が期待される。

{注)

1) Rajeshwar Acharya. Registration 01 Vitαl Statistics in Nepαl: Ouerυ，eω， 1987， p.27 

(2) パラコット村

①概況

パラコット村はカトマンズ主主地の中の東部IC位置し，カトマンスe都心から約15km東方ICあ

る村である。村は標高約1，300m1Cあり，東から西へゆっくり低くなる緩斜函状の地形をなし，

数本の小河川が流れる。 ζのため水利条件がきわめて良く，村全体は稲作水田が大部分を占

める。村ICは農業以外の産業はほとんどなく，インド人が経営するカ ベット工場が 1力所

あるのみである。ただし，そのカーペット工場へは，村民は I人も働き IC行っている者がな

し村外の者が働き IC来ている。村の人間は技能がないから働けないと怒っている。

パラコット村は，バグマティ県 (BAGMATIZone)パデタプーノレ郡 (BHAKTAPUR

District) ，第 7農村区(7th ILAKA)，パラコット村パンチャヤット (BalakotVilla伊

Panchayat)である。村内ICは9つの集落 (Ward)がある。また，第 7農村区(以後イラ

カと言う)内ICは，パラコット村の他，ダテ'ィコット村 (DadhikotVillage Panchayat)お

よびシノレターノレ村 (SirutarVillage Panchayat)がある(図 2参照)。

パラコット村の現在の人口は4，027人で，小学校3校，中学校 1校，高等学校 1校がある。

村は力トマンズ市とパクタプール市のちょうど中間地点ICあり，両者を結ぶ幹線道路アーラ

ニコ国道 (AaranikoHighway)のすく‘そばにある。 Eのため，交通はきわめて便利であり，
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図2 パラコット村

アーラニコ国道

カトマソス 十 一一-ノてクタプーノレ

シノレターノレ村
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村内道路は砂利道であるが国道1<:出れば舗装されており， トロリー・パスが走っている。 ι

のためカトマンズとパクテプールのどちらの時へも，車で約20分， トロワ ・パスで約45分

で行く ζ とができる。村1<:は電気 (10年前から)，鋳易公共水道(6年前から)，言童話(どく

一部)，役場，集会場などのインフラ施設があり，現在ヘルス・ポストを第4集落1<:建設中で

ある。

②人口および生活水準

パラコット村の人口は， 1987年1<:総人口4，027人，うち男性2，030人，女性1，997人であっ

た。昨1988年では，総人口4，221人で，うち男性2，145人，女性2，076人であった。したがって，

1年間で人口が194人増加し，うち男性115人，女性79人が増加したζ とになる。 ζれらの調

査はボランティア活動の家族計画グループが村内を I軒づっ訪問して譲査したものであり，

その活動はUNFPAの援助の下で1986年から最低5年間続けられる乙とになっている。

村役場では住民異動登録 (VitalRegistration)制度を実施しており，住民は358以内1<:

届出をしなければならず， 35日を越えると 1日1ノレピーの罰金を支払わなければならない乙

とになっているが，実施率は25%以下とのζ とである。住民は，死亡属は比較的届け出るが，

出生，結婚，移動その他の届出はあまり出さず，問題が生じたときに気が付く。 ζの点，村

長から各部落長1<:法の実施について通知を出しているが，なかなか住民までの徹底ができな

い。したがって，パラコット村役場では住民の正確な妃握はできていないζとになる。

1987年の村内総世帯数は664世帯で世帯当たり平均家族数は6.04人であり，全国平均よ

りも少し高い。村内各集落の世帯規模は64-93世帯で，人口は343-600人規模となっている。

また，パラコッ f村の住民は，ネワ-)レ族が約4害1)，プラーミンおよびチャトリが約4書IJ，

残りがゲマイその他となっており，比較的ネワール族の多い村となっている。

村の産業は，前述したように稲作農業が主で， トウモロコ γや裏作の小麦および豆類など

が加わる。村は水利も良く，カト 7 ンズ市およびパクタプール市からも近いため，近郊農村

として優利な立場1<:ある。しかし，農業以外は産業がなく， しかも農地のほとんどはカトマ

ンズ1<:住む不夜地支の所有であり，農民の90-95%が小作人である。土地改革で l人20ロパ

ニ ( 1ロパニ ~509nf) までしか所有できなくなったが，地主(ザミンダ-)レ)は家族全

員の名義を使って登録し，けっきよく昔と変わらない土地所有関係となっている。しかし，

小作を 1年以上続けていると地主が土地を処分するときに，実際耕作者がその25箔を無償取

得するζ とができる潜在所有権がある。小作料は土地状況で3段階1<:分かれており，平均的

1<:は収獲の50%である(ただし，裏作物の場合は不用)。小作面積は地主との関係および小作
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年fJの長さ ICよって違いがあるが世帯平均4ロパニ 前後といわれる。乙れは白本の昔

の言い方で， 1 t世帯当り3.5反歩という乙とICなる。

乙れらの乙とは，現地謁査時の我々のEllcは，一見豊かな水田地415のように見えたパラコ

ット村が，実は，きわめて零細規模の， しかも小作人ばかりの村であるという ζとを物語っ

ている。したがって，食糧も十分と言えず，裏作物ICよる現金収入も多くを望めず，きわめ

て質素な生活をしなければならない状況におかれている。

パラコット村はカト 7 ンズ市から近いζ ともあって，カト 7 ンス'への通勤者が多く，毎日

約800人くらいの人が通勤をしている。その約半分の400人か建設現場の労働者として働いてお

り，不安定な職業である。しかし，彼らの農外収入は家計ICとって大きな意味を持っており，

しかも，町へ通勤するζ とによって，様々な社会経済的情報を得る乙とができる。

③ 医療および衛生

パラコット村ICは病院もなく，ヘルス・ポストもない。ヘルス・ポストは現在第4集落IC

建設中で，近く開業される。 ζのため，村人は病気の場合，歩いて40分くらいの場所にある

ティミ (Thimilヘルス・ポストか，パスで約 1時間の力卜マンズのビーノレ病院 (Bil'Hos 

pitaI)またはパクタプール病院 (BhaktapurHospitaI)まで出かける。家庭常備薬などは持

っておらず，具合の悪い場合，まずダーミ CDhami)またはジヤンクリ (Jhankl'ilと呼ばれ

る村の伝統医の所へ行き，次いで上記のヘルス・ポストまたは病鋭へ行く。とくに，家族の

誰かがカトマンズIC通勤している場合は，カトマンズの病院に直接行く場合が多い。

出産IC関しては，自宅で姶，実母，近隣の年輩女性などの助けを借りて行うのが一般的で

ある。乙の村は病続出産の知識も普及していないし，経済的にも豊かでなく，今回のサンプ

ノレ調査においても病院出産は20サンプノレ中 1件しかなかった。出産はお湯を沸かすζとので

きる台所の燐の部爆で行うのが一般的で，台所が I階ICあれば I潜で 2階ICあれば2階で

行う。しかし，才、パーノレのカトマンズ盆地地方の往屑は，牛，山羊，ロパ，鶏などの家畜が

向じ建物の 角IC同居する形ICなっているため，衛生上きわめて問題が大きい。また，かま

どIC煙突がなく，煙や燥が室内IC漂う構造ICなっている。したがって，出産IC療して衛生上

大きな問題をかかえていると思われる。

また.パラコット村も{由の村と同じよう IC，人々は大小便の排池を戸外の箪むらや回憾の

畔IC:[Tい，住宅内や屋敷内IC便所設備を持たないのが一般的である。したがって，家畜の糞

尿忙しろ人間の糞尿忙しろ，乾期ICは嵐IC乗り，雨期ICは雨IC流れるなど風雨のま ICまIC田

畑や地下水IC自然浸透するICまかせられている。人糞を肥料とする文化圏でないにもかかわ
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らず，ネパ ノレでは人糞→問姻→食物および地下水→人→人糞の連鎖が存在してお

り，級菌や寄生虫の人体を介したリサイクノレICよる害が普遍的IC見られる。

さらIC飲料水および生活問水については，河川水，回憾の水，井戸水などが多用され，最

近になって簡易公共水道が普及するようになった(6年前から)。簡易公共水道は各家庭IC蛇

口があるのではなく，集落内要所要所IC設置されているもので，各家庭は毎日そζ まで水を

汲みIC行き，各戸IC汲み置きをして使用するζ とICなる。しかも，ネパールの人々は， ζれ

らの表流水，井戸水，水道水を沸騰させるζ となく，生水で飲用IC供する習慣を持っている。

パラコット村では葬儀の場合，事くの人がヒンズー寺院のパγュパティナート寺院 (Pashu

patinath Temple)で火葬しているので問題はないと思われるが.)11の上流部で火葬された

廃棄物が流されたり，土葬の慣習が残っていたりすると，パラコ y ト村の表流水および井戸

水の水質IC影響するζ とICなる。さらにパラコット村の上流部ICはパクタプール市(人口約

5万人)があり，その生活排水が流れてきている。 Eれらのために，パラコット村の飲料水

および生活用水はけっして衛生的とは言えない状態ICある。人々の下痢症状が一般的IC見ら

れ，乳幼児死亡の大きな原図が下痢疲にあるιとはζのような水の衛生事情ICよるとζろが

大きいと思われる。

パラコ y ト村はヘルス・ポストは現在建設中であるが，各集落IC1人，合計9人のコミュ

ニティー・ヘルス・ボランティア(地域保健ボランティア)が置かれている。彼らは住民の

保健衛生，家族計酒などの事業の推進の末端機関であるが，その名称の通りボラ Yティ 7活

動であり，政府からは交通費程度の手当てを支給され(1カ月 100)レピー).前後15臼部の保

健，衛生訓練を受けるICすぎない。家族計画の場合，女性でなければ十分な対応ができない

面が多いため，読み書きのできる女性ヘルス・ボランティアが設けられ，コミュニティー・

ヘルス・ボランティアとの一本化が図られつつある。末端農村ICおける彼らの活動は，おく

れている医療衛生事情改善IL大きなカとなる。

④ネパール女性 大きな生活負担，低い社会的地位一一

ネパーノレの女性の平均寿命は51.6歳で，男子の54.4歳よりも2.8歳低い(J988年)。世界的

ICは女性の方が男性よりも平均寿命が長いのが普通である。 ζの点でネパーノレの人口問題は

特徴的な問題をかかえている。パクタプール病院長の話では，女性の死亡率の高さは巽常分

娩や産後疾患ICよる死亡率の高さが影響しているとのζとであった。また，全国的IC貧しい

農村技会である中で，女性の過重な労働や食生活の貧しさも影響しているだろう。さらに，

分娩時や産後の衛生知識の不十分さなども影響している。 ιれらの原因IC農村社会の古い因
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留や教育水準の低さが重なり合っているζ とも大きい。

パラコット村iとおいては，小規模小作農がほとんどで，低い農業技術水準と低生産性の下

で，多くの農家が農外収入1<:生活の半分を依存しなければならない状況1<:ある(表3参照)。

それだけ入手が必要となるζ とで，女性や子供が労働力として大き農業技術が低いEとは，

男{性が罰百な役割を果たすととになる。さらに，農外収入の主たる稼ぎ手は男性であるため，

市Ic働き1<:行っている分だけ女性の農業労働の負拘が大きくなる。それは妊娠中の健康や産

後の休養を極限まで切りつめるEとになる。
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(f主)直系家族および大家族の場合孫を含む。

ζのEとはまず親の子Ic対する教育ネパ Jレでは男性1<:比して女性の地位が低く，また，

11歳以の受けさせ方Ic端的Iζ現れてくる。パラコ yト村で実施した調査サンプノレ1<:ついて，

上(小学校卒業年齢)人口の教湾程度を覚ると，小学校教育を受けなかったものの圧倒的多

数が女性であり，男性Icは少なくとも小学校の最低教脊は受けさせる考え方が示されている
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(表4参照)。教育の普及は国家の基本的責務であるが，子ーを産み.子を育てる母親の無教育

状態は，家族の保健衛生向上の最大の障害1<:なっていると思われる。 1981年人口センサス1<:

おいても，ネパール国民全体の教育水準は低く，識字率は男性34.99百，女性11.5%でしかな

い。また，教育文化省の統計における小学校 (6歳-10歳)の就学率 (1984/85年度)は.男

子84.8%1<:対して女子44.1箔でしかない。

ネパール女性の社会的地位の低さは，ヒンズー教の教えからも規定されている。女性は男

性1<:従属したものであり，女性は男性の命令1<:従わなければならないものとされている。ま

た，憲法では男女平等の条文がありながら，財産，相続，結婚および離婚1<:関する法律では，

女性1<:不平等な定めがなされている。たとえば，女性は親の財産1<:対する相続権がなく，結

婚した女性は彼女間有の財産以外は所有権を持たないなどである。さらに日常の食事1<:おい

ても，まず男性が食事をとり，女性は後で食事をする慣習が践っている。

表4 年間所得および教育水準

年間所得(ルピー) II歳以上教育水準(人)

世帯番号 無学 |小卒未満 小卒以上
農業所得 農外所得 メ口弘、 計

男!女 i男|女 男|女
5.300 3，500 8，800 1 

2 6，050 15，000 21，050 2 2 2 
3 1，5日目 12，2日3 13，700 2 2 

4 3，900 4，000 7，900 1 

6 4，650 3，05日 7，700 2 

6 3，360 4，000 7，360 

7 2，00日 7，50日 9，500 2 
8 2，0∞ 12，400 14，400 不 明

9 2，α日日 13，000 15，000 3 1 2 

10 2，000 11. 000 13，000 

II 40，∞。 44，000 84，000 3 

12 2，500 12，0∞ 14，500 i 2 

13 4，0日。 3，000 7，000 2 

14 7，日00 。 7，∞9 1 

15 1，600 4，200 5，800 l 

16 27， 500 。 27， 500 2 2 

17 5，300 。 5， 300 1 1 2 

18 9，1日日 18，000 27，100 3 2 

19 16，100 15，000 31. 100 1 2 2 

20 6，950 9，600 16，550 3 l 2 

-70 



⑤訪問家庭のケース

パラコット村第3集第IC住むS家の場合，夫34歳，妻30歳で子供が2人いる。子供は 2人

とも女の子で7歳と l歳半ICなる。 ιの他2人の努の子を持ったととがあるが 1人は3歳

の時下痢症で死亡し，もう I人は 1年7カ月ではれものが出来て死亡した。家族計画は男の

子がほしいため行っていない。

出産は近く IC住む姑が4回とも手伝ってくれて，自宅の l階で湯を沸かして行った。妊娠

や出産IC関する知識や注意事項は，とく IC勉強したζ とはなく，姑から色々教えてもらった

程度である。出産繭前まで働いていたが，産後は2週間休みカ月後から日常の仕事をす

るよう ICなる。妊娠中は丹 I回の肉料理を週 l回にするなど気をつけているが， i担IC牛乳は

飲まないので卵を時々食べていた。

乳児は 1年間母乳を飲ませ，その後はと飯汁とスープを欽ませるなどした。子供の病気は

下痢が普通で，上の子はもう 1カ月以上下痴をしている。親は母殺が年IC2 -3田下痢をす

るが，父親はJ腐を飲むせいか下痢をしない。飲み水は近くの共同水道の水を沸かさないでそ

のまま欽んでいる。トイレは家の中ICはなく，外の決った場所で行っている。

家族の病気は，重い病気はまだ誰もなく，軽い病気の時は箆道の薬展かヘルス・ポスト犯

行く。妊娠中ICヘノレス・ポストへ行ったζ とはないし，子供の健康診断や予防接種をした乙

とはない。結婚届も子供の出生届も出したζ とはなく，その制度を知らない。上の子は7歳

ICなるが小学校IC行っておらず，子守り，水汲みなど母の手伝いをしている。実際問題とし

て，上の子が学校IC行ったら母親は農作業ができなくなると言う。

住宅は自分のものだが，田畑は借地で 3ロパニー有り，夏IC米を作り，冬IC小麦を作っ

ている。代々小作で，小作料は米の50銘で，裏作の小麦ICは小作料はいらない。収入は，農業

で5，300Jレピー，夫の出稼ぎで3，500Jレピーの合計8，800Jレピーとなるが，毎日食べるのICせい

いっぱいの生活である。

子供の教育は，下の子ICは読み書きできるくらい学校IC行かせたいと思っている。毎日の

食事は家族4人で一緒IC食べており，乙の地での生活IC満足している。夫婦とも学校教育を

受けたζ とはない。

⑥ まとめ

パラコ yト村は首都カト 7 ンズと郡庁所在地パクタプーノレの中間にある近郊農村である。

どちらへ行く ICも自動車で約20分， トロリ ・パスで約 1時間の距離にあり，通勤，通学間
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ICある。実際，村民の 2割がカトマンズIC通勤しているし，中等学校の数人は通学している。

にもかかわらず，ハラコット村の生活様式はきわめて伝統的な生活を保っている。それは，

家族関係，住宅構造，農作業，教育，諸行政手続などの多くの面で克られる。

村の近代化が遅れでいる大きな理由は，首都通勤箇ICあって，首都の情報IC接しやすい地

域ICありながら，首都カト 7 ンズ自体の近代化が進んでいないζとが lつである。次いで，

パラコ yト村が零細小作農ばかりの貧国な農村である乙とである。自分の土地を持たない農

民の生産財投資の意欲lιは限界があり，資本蓄積も進まないのが現実である。

しかし，日常生活の向上と家族全員の健康を綴わない人間はいない。身近な生活改善を促

進する ζ とによって，政府と国民とのf言鱗関係を築き，国際的ICも大きく遅れをとっている

ネパールの社会経済発展を促進させるζ とが政府の任務である。

まず，身近な生活改善の面では，

① 飲水の煮沸を励行するζ とICよって， *田蔚や寄生虫を防止する。

@ 役宅内または敷地内IC，タイ国で一般的IC使用されているサイフォン式トイレを設箇

普及させ，屋外での自由な排便慣習を改める必要がある。サイ 7オン式トイレは，約 1f! 

の水を流す乙とによって，きれいに糞便を流し去って行くし，工事もとく簡単なもので費

用も安価である。

@住宅ICおいて，人と家畜の両信を止め， ~IJ途家禽小屋を作って分居すべきである。 ζ

れICよって居宅内の衛生ー条件が飛躍的に高まる。

④煮炊きの煤煙を煙突をつけて確実IC屋外へ排気するζとを普及させる。

@ 国民の栄養バランスを向上させるため，食事指導を留が行うプログラムを実行すべき

である。

次IC，より制度面の改善処置として，

⑥ 役場組織の全国的な整備を急吉，住民登録制度を確立する必要がある。

① 人々の土葬の慣習を転換させるためIC，郡庁が経営する低費用の，事宗教併用型火葬

場を建設する。できれば将来の電力関発を予定して電気火葬装置の設鐙が望ましい。

@ 当面，少なくとも小学校までの義務教育制度を確立し，学校給食制度を実施する。と

れにより，次代を扱う子供達の資質の向上が飛躍的IC進み，かつ，親達の国家IC対する信

頼が得られる。

@ 土地改革を進め，自作農の育成と農業協同組合組織を育成する。それICよって，農業

生産性の増大と農村の生活向上を図る。
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第6章 国際協力の課題

ネパ-)レとの国際協力1<:あたっては，まず次の諸点1<:十分考慮を払いながら実行していく

ζ とが肝要である。

第 iは，ネパーJレは開発途上関の中でも開発がもっともおくれている最貧国のグループ1<:

属している乙とである。

第2は，国土の地形的特徴である。ヒマラヤの山麓1<:連なる山間部，そのi蒋側が丘陵地帯，

さらにそれと平行してタライ平原というジャングノレの切り倒かれた平原がある。東西1<:長く

重層化したネパーノレの国土はきわめてきびしい。 ζの異質的な地形の中IL多くの少数民族が

分散している。日本の人口密度330人1<:対して，ネパルのそれは130人であって，広く分散し

た人口分布を示しており，交通運輸，コミュニケ Yョンは未整備であり，経済約，社会的

発燥の重大な障壁となっている。

第3は，ネパール1<:対する層際的援助である。以上の諸理由1<:より，国連関係機関ならび

1<:先進諸国からの不パ ル1<:対する援助は活発1<:行われているといってよいであろう。どの

ような分野1<:，どのよう IL，どの機関が援助を行っているか1<:ついては，わが方の援助政策

の策定1<:あたっては十分な検討が行われなければならないであろう。しかし，いずれにして

も，乙の最貧困1<:対する多様な援助が行われているζ とは，なお十分な効果はあらわれてい

ないとしても，近代的発展の陣痛が始まっていると理解するζとができょう。

第4は，日本{J!IJの援助である。我々の調査団が知る ζ とができた日本政府の援助は次の2

つの分野1<:おいて成功をおさめつつあるよう 1<:思われる。第 Iは，通信網の欠如1<:対する，

日本政府の電話設置プロジェクトは，国民の日常生活1<:大きな利便を提供するととも1<:，行

政活動の効率化1<:貢献すると乙ろきわめて大きし、。第2は，医学教育の分野における援助で

ある。医師養成のための大学病院の設置は，国民から高く評価され，“日本人の病院'止して
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尊敬されている。医師養成の唯一の日本政府プロジェクトは，いっそう強化されるζ とが切

望される。

第5は，人口の分野の援助である。日本側においてもJOICFPICよる独特の家族計画援効プ

ロシェクトがみられる。母子保健.栄養，寄生虫駆除を包含する総合家族計画は国際的ICも高

く評価されている。しかし，文盲率が高く.生活水準が低く，工業化のきわめて鴎難なヰパ

ールでは人口増加率の抑制も容易ではない。普通出生率40%0，合計特殊出生率6以上という

高水準Iζあり，死亡率も乳児死亡率では130(出生1，OOOIC対する)と著しく高く，平均寿命

も50年未満と短い。いわゆる人口転換も初期の段階ICあり，現状においては少なくとも明ら

かな出生力低下の徴候はみられない。

以上の議査結果ICもとづき，ネパ ルの国際協力IC対する提言を行っておζう。 ζの民IC

とってもっとも重要な基本的課題は，年率2.5%という異常な人口培加率の純1市「である。 ζのた

めICは家族計画の徹底的強化が必要であるζ とはいうまでもない。しかし，そのためにはな

ICよりもまず人口動態統計の整備が急務である。人口動態統計が整備され， ζの国の出生率，

死亡率がどうなっているかを，国の政策担当者が現実IC理解するζ とが必要て‘ある。全E自民

の登録が法ICしたがって実行されたとき，初めて人口増加の実態として埋解する乙とができる。

他方，国民の側ICおいては出生，死亡，結婚，離婚を法IC従って登録しなければならないζと

を知り.現実IC村役場IC行って登録手続きをするとき，出生数が多いとか死亡率が高いとと

を実感するιとができるζとICなる。すでIC国ICは人口動態統計法が制定されており，末端

の市町村も理解しているが，それが統計としての実行IC移されていないだけである。市町村

ICよっては，すぐれた人口動態の記録が積み重ねられつつある。しかし，それが統計化され

ないと ζろに問題がある。

ζζでの提案は，すでIC基本的ICは政府も地方自治体もその必要牲を十分に認識してきて

いる現在， ζれを具体的ICどう実行するかICついての指導IC関する援助協力である。日本の

人口動態統計は医際的ICもきわめてすぐれた正確度の高いものである。 Eの統計整備の具体

策のノウハウは日本ICあるといっても過言ではない。

第2は， ζの人口動態統計の整備および出生カコントロールの観点からみて震望書な課題は，著

しく高い乳児死亡率の改善についての日本側の協力である。周知の通り，日本の乳児死亡率は世

界最低である。日本は乳児死亡率改善ICはすぐれた多くの経験をもっている。どの西欧諸国も果

たす乙とのできなかったすぐれた乳児死亡率改善のノウハウをもっているのも臼本である。

以上の2点は，日本がもっとも効率的IC協力援助L，貢献できるすぐれた能力と経験をも

っているととIC誇りをもつだけでなく， ζの最貧国ネパ-)レの近代化IC貢献する義務がある。
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第 7章 調査団メンバーおよび日程

国内検討委員会(現地調査団メンバーを含む)

黒田俊夫 日本大学人口研究所名誉所長(現地調査団長)

鷲尾宏明 アジア経済研究所経済協力調査室研究主任(現地調査団員)

清水英佑 東京慈恵会医科大学公衆衛生学室教授

西 JlI 由比子 尚網女子学続短期大学人間関係学科専任講師(現地調査団員)

広瀬次雄 財団法人アジア人口・開発協会事務局長

遠藤正昭 財団法人アシア人口・開発協会業務課長

調査協力者(ネパ ノレ調査:1989年8月13臼-8月25臼)

在ネパール日本大使館

有地一昭大使

安本隆司二等書記官

ネパール国会

Hon. Tika Jung Thapa，ネパーノレ人口・5再発議員フォーラム議長
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Mr. Jeevan Lal Satyal， Secretary， Nepal Rashtriya Panchayat 

Mr. Bishnu D. Uprety， Assistant Secretary， Nepal Rashtriya Panchayat 

在ネパールJICA事務所

熊野秀一所長

国分恵子， FP/MCHプロジェクトリーダー

National Commission on Population 

Mr. Shyom Prasad Adhikari， Secretary 

Dr. R.D. Pant. Senior Economic Advisor 

Dr. P. L. Joshi， Advisor 

National Planning Commission 

Mr. M. S. Dhakal. Member Secretary 

Ms. P. Mathima， Assistant Secretary 

Dr. G.R. Khamal， Section Officer 

保健省

Mr. Bashudev Pradhan， Secretary 

Dr. D.N. Regmi， Additional Secretary 

Dr. Ram B. Adiga， Chief， Public Health Division 

Dr. A.M. Acharya， Cheif， FP/MCH Project 

Water Supply and Sewerage Corporation 

Dr. B.P. Shah， Chairman 

Mr. D.R. Sharma， Chief Engineer 

Mr. S.B. Shrestha， Planning Manager 

Vital Registration Office 

Mr. Y.B. Karki， Registrar 
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中央統計局

Mr. K.R. Sharma， Deputy Director 

トリブパン大学

Center for Economic Development and Administration 

Dr. Sant B. Gurung， Executive Directol' 

Central Department for Population Studies 

Dr. Gajanand Agrawal 

ティ チングホスピタ Jレ

Dr. Bhala Rijal， Director 

Mr. Yoshinori Terasaki， JICA Coodination Expert， Medical Education Project 

Dr. Yoshikuni Satoh， JICA Expert， Medical Education Project 

Maternity Hospital 

Dr. D.S. Malla， Director 

Dr. A. Shresta， Assistant Director 

パクタブー J~病院

Dr. 1.8. Pradhan， DirectOI 

パクタプール郡DistrictPublic Health Office 

Mr. D.P. Sharma， Senior District Public Health Officer 

1くathmandu都 Ramkot村パンチャヤート， Bhaktapur郡Balakot村パンチャヤー卜

UNFPA 

Mr. Gerardo Gonzalez， Country Director 

Mr. D.B. Lama， Senior Programme Officer 

UNICEF 

Dr. Lay Maung， Representative 
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調 査 日 干支

C1989年8月13臼-8月25日)

8月月138(日日)!111:∞ 成因発
謁 査 概 要

(TG 641) 

14日(月)

15: 30 パンコク発

10: 55 バンコク発 (TG311) 

12: 45 カトマンズ着

Hon. Tika Jung Thapa才、パーノレ人口・開発議員フォーラム会長表敬，調査

概要協議。

Mr. Jeevan Lal Satyal， Secretary， Nepal Rashtriya Panchayat 

158(火)I日本大使館訪問。有地一昭大使表敬，議査概要説明。

保健省訪問。

16日(水)IJICA事務所訪問。

J 1 C A協力FP/MCHプロジェクト訪問。

UNICEF訪問。

17日(木)I National Commission on Population訪問。

National Planning Commission訪問。

18日(金)I世帯訪問調査 (Kathmandu郡 Ramkot村パYチャヤート)

19日(土)I世帯訪問調査 (Bhaktapur郡 Balakot村パンチャヤート)

20日(8)Iトリプパン大学.Center for Economic Develooment and Administrat回n

訪問。

トリプパン大学.Central Department for Population Studies訪問。

パクタプール病院訪問。
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月 日 調 査 概 要

8月20日(日) パクヂプール郡DistrictPublic Health Office訪問。

21日(月)I Maternity Hospital訪問。

トリブパン大学ティーチングホスピタル訪問。

保健省.Public Health Division訪問。

22日(火) UNFPA訪問。

Water Supply and Sewerage Corporation訪問。

Vital Registration Office訪問。

中央統計局訪問。

23臼(水) 臼本大使館訪問。調査結果報告。

Hon. Tika Jung ThapaネパーJレ人口・関発議員フォーラム会長1<0:認査結果

報告。

24日(木)I収集資料整理。

13: 45 カトマンズ発 (TG321) 

18 : 15 パンコク着

25日(金) 10 : 30 バンコク発 (TG 740) 

18: 25 成出着
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参考資料・地図
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His Majesty's Government 
Ministry of Home panchayat 
Registrar's Office 

Birth， Death and Other Personal Events Registration 
Act 2033 (1976/1977)， Amendment Act 2037 (1980/1981) 

And Birth， Death and Other Personal Event Registration Rule 
2034 (1977/1978) 

[VITAL REG工STRATIONACT) 

2039 
(1980/1981 ) 

1 -
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Birth， Death， Marriage， Divorce & Migration Registration Act 

Proposalj 会Itis very important to make a law (act) to 
register and distrェbutethe certificate on birth， death， 
marriage， divorce and migration for the people of the 
Kingdom of Nepal. 
His Majesty's the King Birendra Bir Bikram Shah Dev has 

made this act with discussion and agreement of the national 
assembly (Rastriya Panchayat). 
Note: 女 Amendment (first) on act 2037 (Birth， Death and Other 
Personal Events Registration). 

1. Name， area and implementation: 
a. Name of this act is called "Birth， Death and Other 
PeどsonalEvents Registration Act 2033.“ 
b. Area of this act will be the Kingdom of Nepal. 
(Whole Country) 

c. Right sOOn annex 1 will be implemented. Other annex 
will be implemented by His Majesty's Government 
through the notice publish on Nepal gazette in-order 
to specify the date of implementation and area as 
necessary. 

2. Definition: 
If there is no any practical meaning this act will be 

define as followsj 
a. Personal eventsi means a person's born， death， 
marどiage，divorce and migration. 
b. * Mェgrationmeans a person migrate one village/town 
panchayat to another village/town panchayat or left 
foど foreigncountry or from foreign country to Nepal 
for period of more than six months. 
But if a person left one place to the another for 
study， researchand official work and etc. will not 
be define as migどation.
c. Registrar's office mean the office of a selected or 
ordered Registrar or local registrar who will be 
selected as Annex 3. 

d. Head of Household mean the person who looks after all 
the household problems. 
e. Defined or as per definition mean the matters which 

叩 2-
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is defined or as per definition in this act. 

3. Registrar and local registrar: 
To implement this act His Majesty's Government can 

select one regェstrarand other local registrar for each and 
every village panchayat and town panchayat are to assist the 
registrar through the advertisement (notice) at Nepal gazette. 

4. Information on personal events: 
4.1 In the following conditェon，followエngperson shall 
register their events by fill-up the necessary form 
(information) to the local registrar undeど thirty-five
days. 
a. Birth and deathェnformationshall be informed by the 
head of household. 工fhe/she is not available the 
form can be filled by the eldest person of the family 
(male). 

b. Marriage information shall be given by bride-groom， 
if he isn't available it shall be informed by bride. 
c. Information of divorce shall be given by both husband 
and wife. 
d. 日igrationinformation shall be given by the head of 
household (if migrated with family) or the migrated 
person (if migrated alone). 

4.2 工fa person is in abroad， has some personal event which 
shall be informed， he/she can inform his/her events under 
sixty days of his/her aどrivalin the Kingdom of Nepal. 

4.3 A person who has to inform his personal event according 
to Sub-annex 4.1 can authorize any person to register 
the information. 

4.4 If the person who has to inform birth or death 
according to Sub-annex 4.1.a. is not available， His 
Majesty's Government will decide the person to inform 
through Nepal gazette. And decided person has to inform. 

5. To register personal event: 
5.1 Local registrar shall register the personal event on 
the register book as information under Annex 4 as follows. 
a. Local registrar has to check the information form if 
the form is not correct， has to ask the informer to 
correct the form. 

- 3 -
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b. 工fthe informer is illiterate， local どegistrarshall 
fill叩 upthe form or ask to fill叩 upby the literate 
person and get thumb print on the informer. 

5.2 Befoどeregisteど thedivorce information the local 
registrar shall (has to) (should) check the decision of 
the court. 

5.3 If a person has not come to inform the personal events 
within the duration of thirty-five days as Annex 4 
Sub-annex 4.1 and 4.2 local registrar shall fine Rs 8.00 
(eight) only as a punishment for next thirty-five days 
(assertion) for registration. 

5.4 If a person cannot inform to register their personal 
events up to seventy days as Sub-annex 5.3 because of 
especial pどoblem (out of his control) local registrar 
shall fine maximum Rs 50.00 (fifty) and registered 
the events. 

6. Distribution of registration certificate: 
According to Annex 5 local registrar shall distribute 
the registration certificate in free of cost to the 
inform as his/her information based on Annex 4， 
Sub-annex 4.1. 

7. Provision of duplicate registration certificate: 
7.1 If the Registration certificate has been lost or 
damaged which is distributed based on Annex 6 the 
related person shall apply the application for to the 
local registrar. 

7.2 If the application based on Sub-annex 7.1 is true the 
local registrar shall collect necessary fee foど
duplicate registration certificate from the applicant 
and distribute the duplicate. 

8. Can assign the staff to collect household list: 
8.1 His Majesty's Government can assign the staffs to 
collect household list for support the personal event 
registどationsystem if as necessary. 

8.2 If the staff assigned for collect the data based on 
Sub-annex 8.1 the related person of household must 
answer the questionnaire as well as detail information 
truly. 
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世9 Validity of the registration: 
Distributed certificate under Annex 6 will be the proof 

of the personal events. Such that it can be used in any 
office， court as well as on the business. 
*工twill be dis-effective， if the person has given wrong 
information to get the registration certェficate.
* a. 工tcan be freely corrected if there is any mistake 

on age， name and caste. 
*9.a.1. When the act is implemented， if any body has made 

a mistake on his/her age， name or caste on his first 
registration certificate， can request through the 
application to re-correct to the local registrar 
within six months (from the distribution of first 
certificate). 

*9.a.2 Local registrar shall check the request application 
for correction of age， name and caste based on 9.a.1. 
工fthe application is true， registrar (local) can 
correct in both registration book and registration 
certificate in free-of cost. 

9.a.3 大 Onlyunder this act， age， narne and caste can be 
corrected in registration book and registration 
ceどtificate. Another any act， rule and regulation 
won't work to correct age， naffie and caste. 

Note -Amendment on vital registration act (2037) 

10. Can inspect the vital registration book: 
Any body can inspect the vital registration book which 

is in the registrar or local registrar's office by paying 
the fee (necessary) and getting approval of the related 
registrar. 

11. Has to maintain the register: 
All local registrar has to send the vital registration 

record to the central registrar's office as 500n as 
possible. And central どegistrar'soffice a150 has to 
collect all records and has to maintain the statistical 
record and has to develop and produce the yeaどlybulletin in 
vital registration record. 

12. Duty of local panchayat: 
1 2.1 工fany villager has such personal event which has to be 
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registered under this act， related village/town panchayat 
has to motivate and demonstrate and help to the related 
person to register the event. 

12.2 Local panchayat should give necessary help to the 
staffs or local registrar to implement this act or work 
under this act. 

13. Punishment: 
1 3.1 工fany one give the wrong information on the 
questionnaire as stated on Annex 8 Sub-annex 2， will be 
punished maximum Rs 50.00 (fifty). 

*13.2 If any body has registered the personal event to 
create the trouble to other or for get personal benefit 
and if it was pどoved，the person will be punished maximum 
Rs 100.00 (one hundred) or on one month imprisonment or 
both. This type of registration will automatically 
dis-effective. 

13.3工fany body has destroyed the personal event information， 
Registration Book or household information by personally 
understanding for personal benefit or for illegal use， 
the person will be punished three months impどisonment
or fined Rs three hundreds to six hundreds 0ど both.

女13.4 If any body ヱnteどrupt，stop or demonstrate 
negatively to the person who want to register his 
personal event， the interrupter will be fined maximum 
Rs two hundreds. 

14. His Majesty's Government will be the protector: 
工neveどycases which will be filed under Annex 13 His 

Majesty's Government will be the protector. 

15. The job description and the person who can decide about 
the case: 
15.1 Chief district officer has power to decide the cases 
filed under Annex 13 in this act. 
* Amendment on vital registrat三onAct (2037) 

15.2 Chief District officer shall work on this case as 
defined under subωannex 15.1 according to the special 
courts Act 2031. 

15.3 If the decision of chief district officer under the 
case as Sub-annex 15.1， the person can re同 protectat 
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zonal court on his decision. 

16. If there is any problern to irnplernent this act His 
Majesty's Government can introduce new order through 
Nepal gazette to elirninate the problern. 

17. Power to rnake rules: 
17.1 His Majesty's Government can make new rules to implement 
this act effectively and to approach the forget. 

17.2 His Majestyls Government can make new rules according 
to Sub-annex 17.1 without any problem to other acts as 
follows. 

17.2.a. On personal event information form and registration 
book for registrar's office under this act. 

17.2.b. On vital registration certificates 
17.2.c. On duplicate vital registration certificate and 

registration book inspection fee. 
17.2.d. On take a decision to develop the questionnaire to 

collect household information. 
17.2.e. On correction of descriptions 
17.2.f. On registration of child name and re-correction of 

name which is already been registered. 
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vital Registration Act (Rule) 2034 

His Majesty's Goveどnmenthas made following rules under 
applying the power as stated on Annex 17 vital registration 
act 2033. 

1. Short name and action 
1.1 This rule shall be called vital registration rules 
2034. 

1 .2 Thェsrules will act right soon. 

2. Definition 
If there is no other practical meaning it shall be 

known as; 
2.a Act means vital registration act 2033. 
2.b Informer mean the person who has to give (must) 
information to register the personal event as this act. 

3. Job description of a registrar 
Registrar has to do following jobs including the other 

works stated in this act. 
3.a Registrar shall give necessary direction to the local 
registrar for register the personal event (vital 
どegistration). 

3.b Registrar shall check and punish on complain from the 
local people (informer)， to local registrar. 

3.c If there is any case toどe-correctthe peどsonalevents 
and name， registrar shall advice to the 10cal registrar. 

3.d Regヱstrarshall decide the monthly pどogressreport form 
for 10cal registrar. 

3.e Registraど shallgive the necessary advice to His 
Majesty's Government for duty collection. 

3.f Registrar has to send the yearly progress reports to 
His Majesty's Government. 

3.g Registrar has to take a necessary action to implement 
this act. 

4. Household information 
4.1 His Majesty's Government can assign the staffs to 
collect household information for support the vital 
registration system under the Annex 1. 
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4.2 Household information shall be stored (placed) at 
registrar's office and registrar's office will ask or 
subtract the information based on 10cal registrar's 
monthly report. 

5. Information on personal event 
5.1 Informer has to inform their personal event by fill-up 
the form as following Sub-annex to the local registrar. 
Personal event s Form 
a.Birth Subωannex-2 
b.Death Sub-annex-3 
c.Marriage Sub-annex時 4
d.Divorce Sub-annex-5 
e.Migration Sub-annex-6 

5.2 工f the name of child has not fixed when the Birth 
どegistered，it can the registered latter. 

5.3 Above said form (Annex 5.1) will be provェdedfreely to 
the informeど.

6. Registratio明 ofthe person直 1event 
Local registrar has to register the personal events in 

the register book under the rule No.5 according to this act 
as following Sub-annex. 
Personal events 
a.Birth 
b.Death 
c.Marriage 
d.Divorce 
e.Migration 

Reqister book 
Sub-annex-7 
Sub-annex同 8
Sub-annex-9 
Sub-annex-10 
Sub-annex-11 

7. Distribution of registration certificate 
Local registrar shall distribute the registration 

certificate to the informer under above said rule No.6， as 
following Sub-annex. 

Personal events 
a.Birth 
b.Death 
c.Marriage 
d.Divorce 
e.Migration 
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Reqistration Certificate 
Sub-annex-12 
Sub-annex-13 
Sub-annex-14 
Sub-annex-15 
Sub-annex同 16



8. Distribution of duplicate certificate 
8.1 In the case of lost or damage， the related person has 
to apply a application to the local regェstrar for 
duplicate certificate. 

8.2 Local registrar shall note on remark column of register 
book about the distribution of duplicate certificate and 
date of distribution. 工nformerhas to pay Rs 5.00(five) 
only as a duplicate certificate fee and has to apply for 
it as rule No.8.1. 

9. Re-correction of information 
9. 1 工fany person want to re-correct the information， has 
to apply to the local registrar with necessary proof. 

9.2 工fsuch application as under rule No.9.1 has been 
filled， the local registrar shall check the application 
and re-correct in register book as well as certificate. 

10. Registration of child name and re笹山correctionof name 
which is registered. 
10.1 If any person want to change their child name as rule 
No.5.2 the peどsonhas to apply to the local registrar 
with necessary proof. 

10.2 If such application as under rule No.10.1 has been 
applied， the local registrar shall check the application 
and re-correct in register book as well as certificate. 
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